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わたくしたちは、「男女共同参画社会 久留米」をめざし、人間

としての自立と平等を基本理念として、家庭で、学校で、職場で、

地域で、生涯を通じ、男女がともにのびやかに豊かに生きる新し

いまちづくりを進めるために、この憲章を定めます。 

   １．男女平等をあらゆる場、あらゆる機会で進めます。 

   ２．男女がともに自立し、いきいきと暮らせるまちをつくります。 

   ３．男女があらゆる分野にともに参画できるまちをつくります。 

 
  （昭和６３年告示第１０３号） 

久留米女性憲章 
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は じ め に 

 

 この白書は、男女の自立と男女共同参画社会の実現をめざした第

４次久留米市男女共同参画行動計画（令和３年度～令和７年度）の

令和４年度の実施状況を報告書としてまとめたものです。 

 また、巻末に久留米市を中心とした女性の現状に関する統計資料、

相談窓口一覧及び参考資料を掲載しておりますので、併せてご活用

いただければ幸いです。 

 

 

             令和６年３月 

 

久留米市長 原口 新五 



 

 
第１部 第４次久留米市男女共同参画行動計画（第３次久留米市 

ＤＶ対策基本計画）の令和４年度推進状況 
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１ 　行動計画の概要
　　（１）計画の期間

　　（２）施策の体系

　　３　　市民との協働

施策の方向Ⅳ 男女が自立し、生活できる社会づくり

施策１ 生涯を通じた男女の健康支援

施策２ 様々な困難を抱える女性等が、
安全に安心して暮らせる環境の整備

施策２ 性暴力の防止及び被害者支援の充実

　　計画推進体制の整備

　　１　　計画推進体制の強化・徹底

　　２　　推進拠点としての男女平等推進センターの機能充実

ワーク・ライフ・バランスの実現

施策の方向Ⅲ 女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策１ DVの防止及び被害者支援の充実
【第３次久留米市DV対策基本計画】

　計画の期間は令和３年度から令和７年度までの５年間にわたるもので、計画は５年ごと
に策定しており、令和４年度に実施した事業の状況報告である。

　第４次久留米市男女共同参画行動計画(第３次久留米市ＤＶ対策基本計画)の目標であ
る、「男女の自立と男女共同参画社会の実現」をめざして、４つの施策の方向のもと、
様々な施策を推進するものである。

目標 施策の方向Ⅰ 人権尊重のための男女平等の意識づくり

男
女
の
自
立
と
男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現

施策１ 固定的な性別役割分担意識の解消と男女平等意識の啓発

施策２ 男女平等の視点に立った教育の実践

施策の方向Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍の推進

施策１ 政策・方針決定過程への女性の参画の促進

施策２ 雇用の分野における男女共同参画の促進

施策３ 農業・商工自営業における男女共同参画の促進

施策４ 家庭・地域における男女共同参画の促進

施策５
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成果指標一覧

66.1% ー 79.0%

（令和元年度） （令和6年度） （令和６年度）

65.2% ー 72.0%

（令和元年度） （令和6年度） （令和６年度）

44.9% 45.3% 50.0%

（Ｒ2.4.1現在） （Ｒ５.4.1現在） （Ｒ７.4.1現在）

管理職：15.1% 管理職：１７．２% 管理職：２０.０%

監督職：30.4% 監督職：３１．９% 監督職：3５.０%

（Ｒ2.4.1現在） （Ｒ５.4.1現在） （Ｒ８.4.1現在）

20.1% - 30.0%

（令和元年度） （令和6年度） （令和６年度）

41,781人 41,979人 4３,１２４人

（令和元年度） （令和４年度） （令和４年度）

6.4% 6.3% 10.0%

（令和元年度） （令和４年度） （令和７年度）

8.1年 未実施 １３年

（令和元年度） （令和４年度） （令和６年度）

22.2% ー 30.0%

（令和元年度） （令和6年度） （令和６年度）

18.6% 18.7% 20.0%

（令和2年度） （令和４年度） （令和７年度）

29.4% 54.3% 50.0%

（令和元年度） （令和４年度） （令和６年度）

８．７日 未実施 １１日

（令和元年度） （令和４年度） （令和６年度）

達成
基準

目標値

Ⅰ

　

人

権

尊

重

の

た

め

の

男

女

平

等

の

意

識

づ

く

り

１ 固定的な性別役割分担
意識の解消と男女平等意
識の啓発

①「男は仕事、女は家庭」という考え
方に同感しない人の割合」（男女平
等に関する市民意識調査）

ー

２　男女平等の視点に立っ
た教育の実践

施策の
方向

施　策 成果指標 現状値
令和４年度

実績

②学校教育の場で平等と感じる人の
割合（男女平等に関する市民意識調
査）

ー

Ⅱ

　

あ

ら

ゆ

る

分

野

に

お

け

る

女

性

の

活

躍

の

推

進

１　政策・方針決定過程へ
の女性の参画の促進

③審議会・委員会等における女性委
員の登用率

○

○

２　雇用の分野における男
女共同参画の促進

⑤職場で平等と感じる人の割合（男
女平等に関する市民意識調査）

ー

⑥女性労働者数（女性雇用保険被
保険者数）（新総合計画第4次基本
計画前期事業計画）

３　農業・商工自営業にお
ける男女共同参画の促進

④市職員における管理職に占める女
性職員の割合及び監督職に占める
女性職員の割合（女性活躍推進法
に基づく特定事業主行動計画）

○

⑦認定農業者における女性農業者
の割合(第3期食料･農業･農村基本
計画)

▲

⑧筑後地区の中小企業における、女
性の平均勤続年数（福岡県賃金事
情）

ー

４　家庭・地域における男女
共同参画の促進

⑨家庭生活で平等と感じる人の割合
(男女平等に関する市民意識調査)

ー

⑩校区コミュニティ組織における女性
役員の割合（新総合計画第4次基本
計画）

○

５　ワーク・ライフ・バランス
の実現

⑪市職員における男性の育児休業
取得率（次世代育成支援対策推進
法に基づく特定事業主行動計画）

◎

⑫筑後地区における有給取得日数
（福岡県賃金事情）

ー

【達成基準】

今回指標が無いもの － 現状値と比較して上昇している ○

目標値を超えたもの ◎ 現状値より下がっているもの ▲
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成果指標一覧

達成
基準

目標値
施策の
方向

施　策 成果指標 現状値
令和４年度

実績

【達成基準】

今回指標が無いもの － 現状値と比較して上昇している ○

目標値を超えたもの ◎ 現状値より下がっているもの ▲

58.3% ー 40.0%

（令和元年度） （令和６年度） （令和６年度）

73.2% ー 80.0%

（令和元年度） （令和６年度） （令和６年度）

54.9% ー 40.0%

（令和元年度） （令和6年度） （令和６年度）

全体の
平均受診率

全体の平均受診率 全体の平均受診率

17.0% 18.5% 30.0%

子宮頸がん 子宮頸がん 子宮頸がん

20.6% 25.6% 40.0%

乳がん 乳がん 乳がん

18.4% 19.5% 40.0%

（令和元年度） （令和４年度） （令和４年度）

49人 ４８人 4４人以下

（令和元年） (令和４年） （令和４年）

母子世帯 母子世帯

49.7% 51.3%

父子世帯 父子世帯

74.7% 72.9%

（平成２８年度） （令和３年度） （令和６年度）

⑧及び⑫について、令和２～４年度は「福岡県賃金事情」調査未実施。

Ⅲ

　

女

性

に

対

す

る

あ

ら

ゆ

る

暴

力

の

根

絶

１　ＤＶの防止及び被害者
支援の充実
【第3次久留米市ＤＶ対策
基本計画】

⑬ＤＶ被害について「相談しなかった
（できなかった）」人の割合（男女平
等に関する市民意識調査）

ー

⑭ＤＶを人権侵害だと認識する市民
の割合（男女平等に関する市民意識
調査）

ー

⑰自殺者数（自殺対策計画） ○

２　性暴力の防止及び被害
者支援の充実

⑮セクシュアル・ハラスメントの被害を
受けて相談できなかった人の割合
（男女平等に関する市民意識調査）

ー

▲

Ⅳ

　

男

女

が

自

立

し

、
生

活

で

き

る

社

会

づ

く

り

１　生涯を通じた男女の健
康支援

⑯がん検診の平均受診率
（第２期健康くるめ２１計画）

〇

２　様々な困難を抱える女
性等が、安全に安心して暮
らせる環境の整備

⑱ひとり親家庭の親の正規の職員・
従業員（母子世帯・父子世帯）の割
合（子どもの貧困対策推進計画）

◎

現状値以上

〇

○
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２ 第４次久留米市男女共同参画行動計画 

令和４年度主な取組状況 
  

施策の方向Ⅰ 人権尊重のための男女平等の意識づくり 

（１）令和４年度の主な取組み 

施策１ 固定的な性別役割分担意識の解消と男女平等意識の啓発 

・令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によるイベントや講座等の中止は少な

く、３年ぶりの久留米女性週間記念事業「くるめフォーラム」本格実施をはじめ、市の

公式ライン等も活用しながら各種講座等への積極的な参加を募るなど、性別による役割

分担意識の解消を目指して意識啓発に取り組んだ。 

 ・男女平等に関する調査研究事業として、市民グループが実施する「性と生理に関する調

査、分析等」への支援や、ワーキンググループによる性暴力防止プログラム案の検討、

開発等を実施した。 

・全職員に、「ＤＶ」をテーマに集合型や動画配信による研修を実施するとともに、研修推

進者を主な対象として、男女共同参画推進講演会を２回開催した。 
 

施策２ 男女平等の視点に立った教育の実践 

・保育所や幼稚園関係の職員を対象とした虐待防止研修会において、男女平等を含む人権

に関する研修を実施した。 

・市内全小中学校において、学習指導要領に基づき男女共同参画教育を実施した。特に、

小学校２２校、中学校１５校においては講演会や体験活動も実施した。 
 

（２）指標の進捗状況等 

 ・成果指標は、いずれも５年毎に実施予定の「男女平等に関する市民意識調査」の結果で

あり、令和４年度の実績はない。 

 ・目標値達成に向け、市民や地域活動団体、関係部局などとの連携による啓発に努めなが

ら、固定的な性別役割分担意識の解消を図っていく必要がある。 

 

施策の方向Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍の推進 

（１）令和４年度の主な取組み 

施策１ 政策･方針決定過程への女性の参画の促進 

・市の審議会等への女性委員の積極的な登用や、市職員における女性役職者の登用を進め

た。また、農業委員や各商工団体へ女性参画促進の啓発に努めた。 

 ・男女共同参画の啓発行動を行う新たな人材育成として、二期目となるサポーター養成講

座を実施し、延べ 51名が参加した。また、６月の男女共同参画週間には、男性の育児参

加をテーマにした講演会を開催した。 
 

施策２ 雇用の分野における男女共同参画の促進 

・新型コロナウイルスの影響で見送っていた「建設関係団体人権・同和問題研修会」を、

集合正式で開催し、その中で男女共同参画の意義の周知啓発を図った。 

・女性の経済的自立のための就業支援として、就職応援セミナーや即戦力をつけるための
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パソコン講座等を開催した。 

・事業所や労働者向けの商工労働ニュースに、「育児・介護休業法、女性活躍推進法の改正」、

「不妊治療と仕事との両立支援」、「就活セクハラ、マタハラ」等に関する記事を掲載し、

啓発に努めた。 

・国や県と連携し、女性リーダー養成講座や職場のハラスメント等に対する集中相談会、

労働経営セミナー等を開催した。また、久留米ジョブプラザの就労サポーターによる個

別就労相談や子育て中の方向け巡回型の就労相談として、しごと相談カフェを実施した。 
 

施策３ 農業･商工自営業における男女共同参画の促進 

・女性農業者向け研修会・交流会や農ママお野菜教室を開催するなど、女性農業者の活動

やネットワークづくりを支援した。 

・経営支援研修会や外国人材受入れに関する農業者支援セミナーにおいて、認定農業者の

共同申請制度に関する周知を図った。 

・令和４年度は、農業分野における家族経営協定が新たに７件締結され、うち１件は締結

式を実施した。 

・商工分野では、創業支援関係機関との連携による創業融資制度の周知に努め、女性の利

用件数は昨年より６件増の 13 件となった。 
 

施策４ 家庭･地域における男女共同参画の促進 

・男性の家庭における生活的自立を目指し、様々な料理教室をはじめ父親を中心とした親

子参加型の家事支援講座等を開催した。また、主体的な育児参画に向け、プレパパママ

教室、すこやかマタニティ教室を開催した。 

・女性が地域で活躍し、地域活動が活性化するよう、まちづくり参画講座を２校区で開催

するとともに、校区まちづくり連絡協議会の全体研修会を実施した。 

・地域の防災力向上を図るためには、様々な活動への女性の参画が重要であることなど、

出前講座等を活用し啓発を行った。また、令和４年度は、女性防災士を７名養成し、市

内の女性防災士の総数は 53／259 名（20.5%）となった。 
 

施策５ ワーク･ライフ･バランスの実現 

・仕事と家庭の両立支援として、企業経営者や管理職を対象としたテレワーク導入セミナ

ーの開催や、市職員については、集中取組月間(連続した３か月)を設け、時間外勤務の

縮減及び休暇取得促進等に取り組んだ。 

・保育所待機児童の解消に向けた保育士人材確保のため、令和４年度は、市内保育所に就

職した保育士 16人に奨学金返済支援を行った。 
 

（２）指標の進捗状況等 

 ・成果指標の中で、「審議会・委員会等委員における女性委員の登用率」の令和４年度実績

45.3％、同じく「市職員における管理職、監督職に占める女性役職者の割合」管理職

17.2％、監督職 31.9％、「校区コミュニティ組織における女性役員の割合」18.7％は、

それぞれ前年度より 0.2～0.6 ポイント増加しており、わずかずつだが、取り組みは進

んでいる。引き続き、政策・方針決定過程への女性参画促進のための人材発掘や環境整
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備、地域における男女共同参画の意識醸成や女性リーダーの育成に取り組んでいく必要

がある。 

・「市職員における男性の育児休業取得率」は、54.3％と昨年度の 32.0％より大きく伸び

ており、すでに令和 6年度 50％の目標値を超えている状況である。 

・「女性認定農業者の割合」は、6.3％と昨年度より 0.1 ポイント減となった。今後、家族

経営協定の推進とともに認定農業者への共同申請を促進していくなど、より農業女性に

届きやすい周知方法について検討していく必要がある。 

 

施策の方向Ⅲ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

（１）令和４年度の主な取組み 

施策１ ＤＶの防止及び被害者支援の充実 

・市民にＤＶの正しい理解を促すとともに、相談窓口を周知するため、市内 706 箇所への

ＤＶ防止カードの設置やパネルの展示等を行った。 

・「女性に対する暴力をなくす運動」期間(11 月)に、市内大学等にパープルツリーを設置

するとともに、市民団体と連携し、オレンジ＆パープルツリーの設置や街頭キャンペー

ンを実施するなど、啓発に取り組んだ。 

・若い年代から、暴力を容認しない意識を育成するため、民間支援団体と協働し、市内の

中、高校生を対象にデートＤＶ防止講座を実施した。 

・若年及び中堅教員、地域・保護者、医療機関、市職員、相談員など、様々な対象者に対

し、それぞれの課題をテーマとした講座を開催するとともに、庁内においてもそれぞれ

の支援対応マニュアルをもとに研修を実施した。 

・民間支援団体との連携によるＤＶ・性暴力被害者サポーター養成講座の実施や、ＤＶ被

害者支援に取り組む団体への財政的支援を行った。 
 

施策２ 性暴力の防止及び被害者支援の充実 

・女性に対する暴力をなくすキャンペーン期間に合わせ、性暴力防止啓発講座や性暴力被

害者支援講座、市民公募企画などを実施した。 

・被害直後からの性暴力被害者を総合的に支援するため、庁内・外相談関係機関ネットワ

ーク会議を開催した。なお、令和４年度の男女平等推進センターにおける総合相談 4,185

件のうち、性暴力相談は 113 件となっており、前年度より 30 件ほど減少している。 

・市職員について、62 名(うち新任者 6名)のセクハラ相談員を任命し、新任者への研修を

実施した。 
 

（２）指標の進捗状況等 

・成果指標は、いずれも５年毎に実施予定の「男女平等に関する市民意識調査」の結果で 

あり、令和４年度の実績はない。 

・久留米市における令和４年度の総合相談・婦人相談件数は 5,377 件で、その内、2,215

件はＤＶが主訴の相談であり、前年度より 19％(約 500 件)減少したものの、依然として

コロナ前より高い状況となっている。今後も、潜在化していると考えられるＤＶや性暴

力の被害者に対し、相談窓口の周知と関係機関との連携による支援体制の充実を図る必

要がある。 
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施策の方向Ⅳ 男女が自立し、生活できる社会づくり 

（１）令和４年度の主な取組み 

施策１ 生涯を通じた男女の健康支援 

・男女が互いの身体的性差に応じた健康について正しい理解を深めるため、女性の健康週

間に合わせて「性と生理」をテーマにした啓発イベントを開催した。また、思春期保健

に関する出前講座や意見交換会等を実施した。 

・男性のＤＶ被害やジェンダーに起因する生きづらさに対する相談対応として、臨床心理

士による電話相談を月に１回実施しているが、令和４年度の相談件数は１件にとどまっ

た。 
 

施策２ 様々な困難を抱える女性等が、安全に安心して暮らせる環境の整備 

・ひとり親家庭の保護者に対し、就業情報の提供等一貫した就業支援サービスを実施する

とともに、就職に有利な資格取得のための給付金等の支給を行った。また、ひとり親家

庭の子どもに対し、拠点型や派遣型による子どもの居場所づくりや生活習慣を習得する

機会を提供した。 

・令和４年度における子どもの共同養育に関する養育費履行の支援は、公正証書等作成が

31 人と、前年度の 12 人から２倍以上に増加した。また、養育費保証支援は、前年度と

同じ１人だった。 

・高齢者や障害者、その家族や外国人など、誰もが安心して暮らし続けることができるよ

う、様々な相談に対応した。 

・セクシュアル・マイノリティの人に必要な支援として、福岡県パートナーシップ宣誓制

度の活用をはじめ、民間団体への協力依頼、調査等を行った。また、「多様な性を認め

合う」をテーマにしたえーるピア内でのパネル展示や、偏見や差別を解消するための出

前講座等を実施した。 
 

（２）指標の進捗状況等 

・令和４年度の「がん検診の平均受診率」は、18.5％（子宮頸がん 25.6％・乳がん 19.5％）

であり、現状値である令和元年度(コロナ前)より上昇したが、目標値の 30.0％には達

していない。また、「自殺者数」も、令和 4年実績が 48 人となり、前年の 58 人から 10

人減少したものの、目標値の 44 人には至っていない。 

・「ひとり親家庭の親の正規の職員・従業員の割合」は、令和３年度の調査結果において、

母子世帯は 51.3%と、現状値(平成 28 年調査)の 49.7%を上回ったが、父子世帯は 72.9%

と、現状値 74.7%を下回り、目標達成には至らなかった。 

・今後、アフターコロナの状況下において、引き続き、健康相談や健康教育などの各種事

業に積極的に取り組むとともに、様々な困難を抱える方への支援を継続して行っていく

必要がある。 
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３　事業の取組状況

人権尊重のための男女平等の意識づくり

決算額
　男女共同参画に限定した事業費である（単位：千円）
　○他の施策の中で実施したもので、男女共同参画部分のみの算出が可能な場合は
　　その額とし、算出が困難なものについては、「－」とする
　○事業を実施していない場合は、「－」とする
　○事業番号１「男女平等の視点に立った市行政刊行物の作成」について、印刷費は除く

施策の方向Ⅰ

1 男女平等の視点に立った市行政刊行物の作成

2 男女平等に関する広報・啓発の充実

Ⅰ
　
人
権
尊
重
と
男
女
平
等
の
た
め
の
意
識
づ
く
り

3 男女平等の視点に立った情報の収集と提供

4 男女平等に関する調査研究事業の実施

9 久留米女性憲章制定を記念した久留米女性週間事業の実施

10 男女平等を推進する市民活動団体への支援と協働

施
策
２

男女平等の視点
に立った教育の
実践

7 男女平等に関する市職員研修の実施

8 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた意識啓発（男性に対する啓発の推進）

施
策
１

固定的な性別
役割分担意識の
解消と男女平等
意識の啓発

5 男女平等意識啓発のための講座等の開催

6 若年層に対するセミナーの開催

11 校区等における男女平等学習の実施

12 男女平等保育の実施及び情報提供

13 男女共同参画教育の推進

14 制服の選択制の検討（新規）

15 健康教育や性教育の指導の充実

具体的事業施 策施策の方向
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（施策の方向Ⅰ）人権尊重のための男女平等の意識づくり

施策１　固定的な性別役割分担意識の解消と男女平等意識の啓発　

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

協働推進部 ― ―

協働推進部 211 193

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

・庁内への啓発
研修等で男女平等の視点に立って刊行物を作成するよう啓発を

行った。

全庁 ― ―

・行政刊行物を念頭に置いた広報物の作成

男女平等の視点を踏まえ、イラストや写真などに留意し作成・

編集を行った。

（取組事例）

・セーフコミュニティ通信

・くるめっ子通信

・農業委員会だより

協働推進部

取組内容

男女平等に関する広報・啓

発の充実

各種媒体を活用し男女共同参画に関する啓発を行い、固定的な性別役割分担意識の解消を進める。また、SNS等を

活用した新たな情報発信の検討を行う。

・広報紙「男女平等推進センタージャーナル」

を発行

・事業の案内を団体･機関、個人の情報提供希

望者に周知

(ＳＮＳ等、新たなツールを用いた広報の検

討）

男女平等問題関連の図書や資料・ＤＶＤを収集

し、市内図書施設と連携して情報提供を行う。

男女平等に関する啓発事業と連動した企画資料

やパネル展示を行う。

内容

男女平等に関する調査研究

事業の実施

実績

①市民グループによる調査研究を支援。・性と生理に関するア

ンケートを調査・分析し、パネル展示を実施するとともに、調

査結果について啓発冊子を作製

②性暴力防止プログラム開発のためのワーキンググループを設

置。・プログラム案を検討のため、会合(２回)や視察を実施

106

具体的事業

2

具体的事業 内容

内容

男女平等の視点に立った市

行政刊行物の作成

市の刊行物等の用語やイラストの表現について、「行政刊行物における表現の手引き」を用い、男女平等の視点に

立って作成する。

取組内容 実績

男女平等を進める条例や女性憲章を周知すると

ともに男女共同参画に関する理解を深めるた

め、条例パンフレットの作成・配布する。

国の啓発に合わせて、市でも啓発を行う。

条例パンフレット（電子データ）を各小学校・中学校へ配布

男女共同参画週間等に合わせてポスターや懸垂幕等での啓発を

行った。

男女平等に関する課題について、専門家によるワーキンググループを設置し、調査研究を行う。

・「男女平等推進センター・ジャーナルを発行（年3回　各

2,000部）

・毎月末に情報提供希望者にメールマガジン・郵送にて情報を

提供

（情報提供者数郵送321人、メール221人）

・久留米市公式LINEから講座やフォーラム開催についての情

報を発信

内容

男女平等の視点に立った情

報の収集と提供

男女平等問題に関する資料等の収集・提供や男女共同参画の各種運動に関連する企画展示を実施し、資料利用の活

性化を図るとともに、男女共同参画社会づくりへ向けた啓発を行う。

取組内容 実績

市民文化部

995

―

1,077

―

協働推進部

・3月末現在蔵書数32,789冊。（図書・雑誌・ミニコミ誌・女

性関連行政資料及び・DVD等、昨年度より483冊増）

・市内図書館施設と連携し情報提供を行った。

・男女平等啓発事業として上映会を5回実施

（延参加者410人）

男女平等推進センターと連携し、男女平等問題

に関する企画、展示を行う。

・男女共同参画に関する資料展示を行った。

・女性に対する暴力をなくす運動資料展示を行った。

1

各年度調査研究テーマを設定し、男女共同参画

の推進を行う。
265

4

具体的事業

3

具体的事業

取組内容 実績
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（施策の方向Ⅰ）人権尊重のための男女平等の意識づくり

施策１　固定的な性別役割分担意識の解消と男女平等意識の啓発　

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

市民文化部 48 129

田主丸総合

支所
20 40

北野総合支

所
56 31

城島総合支

所
53 53

三潴総合支

所
14 14

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

男女平等意識啓発のための

講座等の開催

固定的な性別役割分担意識を解消し、男女の経済的・社会的・生活的自立を図るための講座や講演会を開催し、男

女平等の理解を深める。

取組内容 実績

・男女共同参画週間記念講演会
6月19日実施「男性の育休参加が社会を変える」　講師：田中

俊之 参加者35人 内オンライン17人

具体的事業 内容

若年層に対するセミナーの

開催

11月12日実施「学生と社会人のワールドカフェ　これからの自

分をデザインする!」　講師：和栗　百恵　(参加者学生33人/社

会人10人)

・「えーるピアカレッジ」演題：ジェンダーと政治～台湾から

考える～　、定員150名　参加者数77名　応募者数135名

・「なるほど人権セミナー」演題：これからの『けっこん』の

話をしよう～婚姻制度と結婚の平等を巡って～　、実績：会場

31名・Zoom39名・YouTube238回

主催講座で男女共同参画に関する講座を実施す

る。

講座「異国の言葉・生活・文化にふれてみよう」10/18 10/25

11/1 11/8  午前10時～午後12時

計4回　【受講者延べ人数104名】

5

協働推進部

総務部

協働推進部

研修推進者研修　第1回　集合（R4.5.24）29名

                    　第2回（講演会）

　                    第3回　集合（R4.10.14）28名

職場研修 集合（R4.11.17～R5.2.24）2,025名

6

学生と社会人のワールドカフェ形式の講座等を

実施する。

講座「ジェンダー平等の社会を考えるミモザリース作り教室」

を開催　定員20人、当日参加16人、託児利用4人

１部：講演「ジェンダー平等の社会を考える」

　　　講師　久留米市男女平等推進センター

　　　　　　事業コーディネーター　高倉房子氏

２部：フラワーレッスン「ミモザリース作り」

　　　講師　Flower＆Green　TOKOLO

7

具体的事業 内容

男女平等に関する市職員研

修の実施

人権尊重の視点に立ち、職員の意識を変革し、男女共同参画社会の実現に向けて主体的に行動する職員を育成する

ために、市職員研修を実施する。

取組内容 実績

・階層別研修（参加者数） 教材学習（R4.5.13～R4.6.3）30名

・男女共同参画推進講演会

第1回（計108名）

・集合（R4.7.27）49名、動画（R4.8.8～9.2）59名

テーマ：DV・虐待がもたらすトラウマ～身近な私たちにでき

ること～　講師：NPO法人レジリエンス 代表理事 中島幸子

第2回（計95名）

・集合（R5.1.27）50名、動画（R5.2.6～3.3）45名

テーマ：市民参画・市民協働のまちづくり　講師：国立女性教

育会館理事長　日本NPOセンター代表理事　萩原なつ子

・研修推進者研修及び職場研修

269 236

185 234

177 230

・図書関連講座

学生を対象として、男女が共に能力を発揮し積極的に社会や地域、家庭への参画ができるようセミナーを開催す

る。

取組内容 実績

①講座「ジェンダーレスな革小物を作ろう！（午前）（午

後）」ジェンダーレスなデザインの革小物作り、講師：ねこと

ばらCatnap Honey代表　小林　美香、（午前5人/5人、午後6

人（うち見学1人）/5人）

②講座「多様な性について」、LGBTQの理解を深める講話、

講師： 荒牧　明楽、11人/30人

男性向け料理講座「男子ごはん～気ままにフレンチ～」を開催

定員8名／参加者4名

・生涯学習センター主催講座

・なるほど人権セミナー

9月3日実施「当たり前を疑う～報道の現場から～」講師：酒匂

純子　（参加者25人）

具体的事業 内容
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（施策の方向Ⅰ）人権尊重のための男女平等の意識づくり

施策１　固定的な性別役割分担意識の解消と男女平等意識の啓発　

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

15 15

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

久留米女性週間記念事業「くるめフォーラム2022」実施。〈期

間：9/24,25、10/1~7〉

・記念講演（セレモニー含む）「女性のちからが社会を変え

る」講師：田中 優子   参加者：206人

・映画「スキャンダル」６回上映　  延べ参加者：489人

・市民企画　１０企画（地域会場含）　延べ参加者：771人

・展示・バザー　計29グループが参加　延べ参加者：2,338人

―

245

―

8

具体的事業 内容

取組内容 実績

ワーク・ライフ・バランス

の実現に向けた意識啓発

（男性に対する啓発の推

進）

家庭、仕事、地域活動、個人の社会活動等の調和を図るため、ワーク・ライフ・バランスを実現するための情報提

供や講座を開催する。

・男性の生き方支援講座を実施する。

（働き方や家事参画をテーマにした講座）

・雇用就労推進協議会の構成団体における、

ワーク・ライフ・バランスへの取り組みのはた

らきかけ

市民グループ公募企画により男性の家事参加講座として「パパ

と子どもの夏休み大作戦～今日はパパっと簡単料理～」を実施

予定であったが、新型コロナ感染拡大防止のため中止

年間3回実施している雇用・就労推進協議会 推進委員会におい

て経済団体へ取り組みを働きかけたが、実績はなかった。
－

100

140

協働推進部

商工観光労

働部

10

9

具体的事業 内容

久留米女性憲章制定を記念

した久留米女性週間事業の

実施

久留米女性憲章の制定を広く市民に周知し、久留米女性週間を中心に記念事業「くるめフォーラム」等を実施する

ことで、男女平等意識の浸透を図る。

取組内容 実績

・記念講演

・バザーの実施 協働推進部

・市民企画の実施

・上映会

・各部局への啓発の依頼
各総合支所及び市民センターにのぼり旗や公用車ボディパネル

による啓発を依頼した。

2,234 2,550

10

具体的事業 内容

男女平等を推進する市民活

動団体への支援と協働

男女共同参画社会の実現を目的とする市民活動団体の自主的な活動に対して支援を行うとともに、協働での取組を

進める。

取組内容 実績

男女共同参画社会の実現を目的とする市民活動

団体へ啓発事業費の補助を行う。
協働推進部 431 500

補助金を交付し、久留米男女平等推進ネットワーク主催で5回

市民公開講座を実施した。講座には延べ289人の参加があり、

防災や政治などをテーマに市民へ啓発を行った。

11

具体的事業 内容

校区等における男女平等学

習の実施
校区コミュニティ組織における男女平等学習への取組を促すとともに支援を行う。

取組内容 実績

校区人権啓発推進協議会等に働きかけ、男女平

等学習を計画的に実施させる。

委嘱学級に補助金を交付し、学習内容の提供などの支援を行っ

た。男女平等学習に取り組んだ学級：71学級、888人

校区コミュニティ組織の委嘱学級で男女平等問

題学習を実施する。

男女共同参画サポーターや職員による地域啓発

講座を実施する。

【男女共同参画サポーターによる地域啓発講座】

11月9日実施　「男女共同参画に関する身近なくらしの出来事

対象：篠山校区」参加者：17人

【職員による出前講座】

計14校区に実施　延べ参加者：238人

市民文化部

協働推進部

協働推進部

人権講演会やＤＶＤ上映などの人権啓発で、男女平等学習に取

り組んだ校区人権協：16校区。

※新型コロナ感染対策で啓発事業実施が困難になった校区があ

る。

―

345

―
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（施策の方向Ⅰ）人権尊重のための男女平等の意識づくり

施策２　男女平等の視点に立った教育の実践

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

学習指導要領に基づいた、健康教育や性教育に係

る教科や学級活動、総合的な学習の時間等におけ

る男女共同参画教育の実施

市内全小中学校で、学習指導要領に基づき、各教科、学

級活動において男女共同参画教育を実施した。特に、男

女共同参画に係る講演会や体験活動を実施した学校は、

小学校22校、中学校15校。

教育部 ― ―

― ―委員会において制服の仕様等を決定し、久留米市

立全中学校で導入する。

15

具体的事業 内容

健康教育や性教育の指導の

充実

児童・生徒の発達段階に応じた健康教育や性教育が行えるよう、男女共同参画教育やセクシュアル・マイノリ

ティの視点を踏まえた指導の充実を図る。

取組内容 実績

14

具体的事業 内容

制服の選択制の検討

取組内容 実績

制服見直しを検討する委員会を設立
令和3年度に久留米市立中学校標準服検討委員会を設置

し、令和4年度より、久留米市立全中学校で新標準服を導

入

教育部

学校における性別で分けない環境づくりを進め、誰もが多様性を認め、安心して学校生活を過ごすことができる

よう、機能的で性別で分けない制服の選択制導入を検討する。

13

具体的事業 内容

男女共同参画教育の推進

教育活動全般における男女共同参画教育を推進するため、校長会や学校訪問等の機会を活用し、指導・助言を行

うとともに、男女共同参画教育の充実をテーマにした教職員研修など、男女平等の視点を内容に盛り込み、教職

員の意識向上を図る。

また、子ども達の男女共同参画の意識づくりを進めるための教材について、効果的な活用の在り方を踏まえて改

訂を検討する。

取組内容 実績

副読本・パンフレットを活用した授業を実施す

る。

・副読本を活用した授業を実施した学校

小学校43校、中学校10校

・パンフレットを活用した授業を実施した学校

小学校13校、中学校5校

・パンフレットを配布したときに指導した学校

小学校30校、中学校9校
教育部 0 0

「人権・同和教育」に関する研修において、男女

共同参画教育の視点に立った教育活動の必要性に

ついて触れる。

中堅教諭等資質向上研修（7月）において、男女共同参画

に関する研修を実施し、男女共同参画教育の必要性につ

いて、固定的な性別役割分担意識 や無意識の思い込み

（アンコンシャス・バイアス）の問題点に触れながら講

話を行った。

12

具体的事業 内容

男女平等保育の実施及び情

報提供

男女平等保育を実施するため、保育所や幼稚園関係の職員に対し、男女平等など人権に関する研修や情報提供を

行う。

取組内容 実績

＜資料提供＞

・「にじのかけはし」や「幼研たより」の配布

・虐待防止研修会において男女平等を含む人権に関する

研修を実施（R4.10.24）

・園長研修（R5.1.13）

子ども未来

部
310 205

・園内研修の実施を促す。

・市主催の研修を実施する。

・保育所連盟と幼稚園協会での男女平等研修の実

施
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あらゆる分野における女性の活躍の推進

地域の女性人材等の育成

施策の方向Ⅱ

16 審議会等への女性の登用の推進

施
策
1

政策・方針決定
過程への女性の
参画の促進

17 市女性職員の役職者等への登用の推進

18 農業委員への女性参画促進

Ⅱ
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
女
性
の
活
躍
の
推
進

19 商工団体の方針決定の場への女性登用の促進

施
策
４

家庭・地域にお
ける男女共同参
画の促進

31

25 職場におけるハラスメント防止の啓発

施
策
３

農業・商工自営
業における男女
共同参画の促進

26 農業分野における男女共同参画施策の推進

27 女性認定農業者の増加促進と家族経営協定の推進

28 商工自営業者に対する男女共同参画社会の意義の周知・啓発

29 女性の起業促進

30 男性の生活的自立のための講座の実施及び家事・育児・介護の参画促進

20 政策・方針決定過程における女性人材の育成

施
策
２

雇用の分野にお
ける男女共同参
画の促進

23 事業所及び労働者に対する男女雇用機会均等法等の周知や女性の

活躍に関する支援

24 非正規労働者に対する権利の周知や理解促進

21 競争入札参加登録事業者に対する男女共同参画の意義の周知・啓発

22 女性の就業を支援するための人材育成

32 地域活動での男女共同参画の促進

33 防災活動における女性参画の推進

6 若年層に対するセミナーの開催【再掲】

8 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた意識啓発（男性に対する啓発の推進）【再掲】

施
策
５

ワーク・ライフ・
バランスの実現

34 農業者へのワーク・ライフ・バランスに関する啓発の充実

35 仕事と家庭の両立支援のための企業等への啓発及び支援の充実

36 市職員のワーク・ライフ・バランスの推進

37 ファミリー・サポート・センター事業の充実

保育所待機児童の解消

　○他の施策の中で実施したもので、男女共同参画部分のみの算出が可能な場合は

　　その額とし、算出が困難なものについては、「－」とする

　○事業を実施していない場合は、「－」とする

40 学童保育所の充実

決算額

　男女共同参画に限定した事業費である（単位：千円）

39 多様な保育サービスの提供

38

施 策施策の方向 具体的事業
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（施策の方向Ⅱ）あらゆる分野における女性の活躍の推進

施策１　政策・方針決定過程への女性の参画の促進

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

商工観光労

働部

協働推進部

16

・柔軟な人事異動等による女性職員の積極的な登用

・女性職員の職域拡大

・人事交流等によるロールモデル人材の受入れ

・女性職員を対象としたキャリア研修等の実施

・管理職員に対する、女性職員活用に向けたマネジメ

ント研修の実施

・庁内プロジェクト等における女性職員の積極的な参

加促進

・ロールモデルとなる女性職員との交流や意見交換の

機会付与

―

―

19

具体的事業 内容

商工団体の方針決定の場へ

の女性登用の促進
商工団体の政策・方針決定過程への女性の参画拡大に向けた啓発活動を行う。

取組内容 実績

―

18

具体的事業 内容

農業委員への女性参画促進 女性農業委員推薦の確保に向け、農業者・農業者団体等に対し啓発活動を行う。

実績

農業委員への女性登用の研修等を通じて理解促進を図

るとともに、推薦団体となりうる関係団体に対して委

員の活動内容の理解促進を図る。

研修以外の手法を用いた、女性農業委員の進出のため

の啓発・理解促進の取り組みを行う。

外部団体主催の研修を通じて、女性を委員に任命すること

の意義や効果等を、農業委員へ説明するとともに、関係団

体に対しても男女共同参画の必要性を説明し理解促進に努

めた。

農業者や関係団体が集う機会を活用し、女性農業委員の必

要性について啓発活動を行った。

農業委員会

事務局

17

取組内容

市女性職員の役職者等への

登用の推進

女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画に基づき、管理・監督職への女性登用を進め、市における男女共同参画

を推進する。

内容

総務部
人事異動や人事交流等において、女性職員の積極的な登用

を図り、管理職の17.2％、監督職の31.9％を女性とした。
―

内容具体的事業

全ての審議会等委員の男女の割合がほぼ同数となるよう、推薦団体に対し女性委員の登用を働きかける。

取組内容 実績

審議会等への女性の登用の

推進

―
７月に各商工団体に「男女共同参画社会の実現に向けた取

り組みについて（依頼）」を送付し、働きかけを行った。

商工団体に対し文書や事務局長会議等を通じ、方針決

定の場への参画や役職への女性の積極的登用につい

て、働きかけを行う。

―協働推進部 ―

取組内容

・女性の割合が低い審議会等に対し市長に対するヒア

リングを実施する。

・女性リストを作成する。

具体的事業

・庁内メールによる女性登用の促進を行う

庁内メールや女性委員のリストにより、女性登用促進を全

庁に働きかけた。

実績

―

20

具体的事業 内容

政策・方針決定過程におけ

る女性人材の育成

政策・方針決定の場をはじめ、あらゆる分野に女性が参画し活躍できるよう、男女共同参画の理解を深めるための講

座の開催や女性人材の育成を進める。

取組内容 実績

①男女共同参画の啓発活動を行う新たな人材を育成す

るための講座の実施

・男女共同参画サポーター養成講座

1月から2月にかけて男女共同参画サポーター二期養成講座

を実施（計4回）

※内1回は【公開講座】明日の地域をデザインする～私か

ら私たちへ～　講師：萩原 なつ子　として実施　　延べ

参加者：51人

330 100

②政策や意思決定の場への女性の参画を促進する為の

人材養成講座の実施

・女性のための政策参画講座

・6月19日「男性の育休参加が社会を変える」講師：田中

俊之（参加者35人 内オンライン17人）

・7月23日「市民への情報発信」～多様な媒体による発信

力の強化～（中止）

・8月27日「久留米市の学校教育とＧＩＧＡスクール」講

師：秦美樹 参加者：13人
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（施策の方向Ⅱ）あらゆる分野における女性の活躍の推進

施策２　雇用の分野における男女共同参画の促進

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

30

・商工労働ニュースでの情報発信、事業所訪問な

どを通じて、セクハラ・パワハラ・マタハラなど

のハラスメント防止の啓発を行う。

（秋号）掲載　「NO！就活セクハラ」

（春号）掲載　「ＳＴＯＰ、マタハラ」

実績

・セクハラ・パワハラ等防止を図るため、企業向

けセミナーを国・県と連携し開催

県共催

・職場のハラスメント集中相談会の実施（相談数：30件）

・労働経営セミナー「ハラスメント総点検～最低限知ってお

きたい会社の義務」参加者：17名
商工観光労

働部
30

8,687 8,774

・基礎知識に関するセミナーや情報提供を行い、

周知を図る。
（23）再掲　※講座・セミナー部分

25

具体的事業 内容

職場におけるハラスメント防

止の啓発

職場におけるハラスメントを防止するため、事業主や労働者を対象に、様々なハラスメントの防止に向けた啓発

を行う。

取組内容

24

具体的事業 内容

非正規労働者に対する権利の

周知や理解促進

非正規労働者に対し、国、県と連携して労働法などの労働関係法制度の周知・啓発を行い、労働者の権利に関す

る理解の促進を図る。

取組内容 実績

・久留米ジョブプラザで相談対応・情報提供を行

う。

・ジョブプラザの就労サポーターによる個別就労相談実施

・しごと相談カフェ

子育て支援センター等市内12か所を月1回ずつ巡回し、子育

て中の方向けに就労相談を実施

商工観光労

働部

・商工労働ニュース（夏・秋・冬・春）掲載

「育児・介護休業法」改正、「女性活躍推進法」改正、県

「子育て・介護応援宣言」登録企業募集、不妊治療と仕事と

の両立支援、女性リーダー養成講座参加企業募集

・女性活躍推進セミナー（参加者19名）

・女性リーダー養成講座（2回連続講座・参加者各20名）

・雇用優良事業所表彰（仕事と家庭の両立支援モデル事業所

1社、女性労働者活躍推進事業所1社）

・県との連携「WOMEN'S BUSINESS CAMP」の周知

商工観光労

働部
2,927 4,288

805 500

23

具体的事業 内容

事業所及び労働者に対する男

女雇用機会均等法等の周知や

女性の活躍に関する支援

事業所及び労働者に対し、男女雇用機会均等法、女性活躍推進法、労働基準法等の労働関係法令や母性保護に関

する情報発信を行い、女性が活躍できる環境づくりを促進する。

取組内容 実績

・商工労働ニュースでの情報発信や事業所訪問を

通じて、男女雇用機会均等法等の周知啓発を行

う。

・雇用優良事業所表彰を行う。

22

具体的事業 内容

女性の就業を支援するための

人材育成

女性の就職･再就職や就業継続のための講座等を開催し、希望する分野で働き活躍できるような人材を育成す

る。

取組内容 実績

【働き方応援講座】

女性の経済的自立のための就業支援講座を実施

・就業継続支援事業

・就職をめざす女性のためのパソコン入門・基礎

講座

・日商ＰＣ３級検定対策講座

・7月15日、10月29日、11月5日実施　女性の就職応援セミ

ナー（関連講座含む）　延参加者　23人

・11月8日、11月9日、11月11日実施　女性のためのエクセル

基礎講座　延参加者15人

・11月16日～12月13日実施（全9回）　日商PC３級検定対策

講座　延参加者　43人

協働推進部

21

具体的事業 内容

競争入札参加登録事業者に対

する男女共同参画の意義の周

知・啓発

競争入札参加登録事業者に対して、男女共同参画に関する情報提供や研修を実施する。

また、競争入札参加登録事業者に対し、女性活躍推進の取組に対する加点を検討する。

取組内容 実績

・経営者の意識改革を促すために、工事入札参加

資格者向けの男女共同参画に関する研修会等を実

施する。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、開催を見送っ

ていたが、令和4年度については、集合形式で研修会を開催

した。

・8月2日及び8月3日実施　「建設関係団体人権・同和問題研

修」　延参加者59人

総務部 ― ―

・加点制度について関係課で協議する。
若手技術者や女性技術者の雇用に関する加点等を検討した

が、実現には至っていない。

－　17　－



（施策の方向Ⅱ）あらゆる分野における女性の活躍の推進

施策３　農業・商工自営業における男女共同参画の促進

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

協働推進部
No22に

含む
50029

具体的事業 内容

女性の起業促進
起業を目指す女性を支援し、女性の活躍を進めるため、関係機関と連携しながら、セミナーの開催や融資制度の

情報提供等を行う。

取組内容 実績

女性を対象とした起業支援のためのセミナーを実

施する。

11月26日～12月24日実施（全5回）女性の起業応援セミ

ナー　延参加者　92人

・創業支援施設「くるめ創業ロケット」での女性

起業家対象のセミナーを実施する。
・「女性の起業応援セミナー」の実施支援

商工観光労

働部
― ―

・男女共同参画社会の意義の周知・啓発のため商

工団体の発行する機関誌への掲載を依頼する。 ・各商工団体に対し、男女共同参画社会の実現に向けた

取り組みへの理解を求め、事業者への周知の為機関紙へ

の掲載を依頼。掲載された。

・メールマガジンにて「改正育児・介護休業法」「女性

活躍推進セミナー」等の案内を行った。

・ホームページや事業者向けメールマガジンでの

周知・啓発を行う。

・創業支援関係機関と連携し、融資制度の維持・

確保に努める。
・創業融資制度の周知（女性の利用件数13件）

・認定農業者の申請相談時や更新申請時に、チラ

シ等による家族経営協定制度の啓発を行う。

・認定農業者の申請相談時や更新申請時に、チラシ等に

よる家族経営協定制度の啓発を行った。

・認定農業者の更新申請時に、協定見直しについても説

明を行った。

・新たに7件の家族経営協定が締結され、うち1件は締結

式を行った。

・協定締結後の状況を踏まえた協定見直しの必要

性等について、認定農業者の更新申請時等に説明

を行う。

・県・市・ＪＡの立会いの下、家族経営協定締結

式を開催し、家族間の意識をより一層高める。

28

具体的事業 内容

商工自営業者に対する男女

共同参画社会の意義の周

知・啓発

商工自営業者に対し、各種機関紙への記事の掲載や市主催等のセミナーへの参加を働きかけ、男女共同参画社会

の意義について啓発を行い、意識改革を促す。

取組内容 実績

・商工労働ニュースへの掲載により男女共同参画

社会の意義の周知・啓発を行う。

・商工労働ニュースに「男女共同参画社会の実現に向け

て」「就活セクハラ」「女性リーダー養成講座」などの

記事を掲載した。

商工観光労

働部
― ―

27

具体的事業 内容

女性認定農業者の増加促進

と家族経営協定の推進

認定農業者の更新時や各種研修会等において、認定農業者の共同申請に関する周知・啓発に取り組むとともに、

家族経営協定を推進する。

取組内容 実績

＜認定農業者＞
・相談会開催時にチラシ等により個別に周知を行った。

経営支援研修会（2/6）及び外国人材受入に関する農業者

支援セミナー（3/23）でもチラシを配付し周知した。

農政部 ― ―

・認定農業者の更新申請時や認定農業者向け研修

会にて、チラシ等による共同申請制度の啓発を行

う。

＜家族経営協定＞

137

・女性農業者のネットワーク構築の事業を実施す

る。

・農ママお野菜教室の開催全3回（10/5、10/11、12/19）

対象者：のべ426人

26

具体的事業 内容

農業分野における男女共同

参画施策の推進

女性農業者リーダーを育成するなど、女性農業者の活躍を支援することにより、農業における男女共同参画を推

進する。

取組内容 実績

・女性農業者リーダー養成事業や若手女性農業者の

活動支援事業を実施する。

・女性農業者向け研修会・交流会（久留米普及指導セン

ター主催）開催3回（7/6、11/22、2/1）参加者計26人

農政部 0
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（施策の方向Ⅱ）あらゆる分野における女性の活躍の推進

施策４　家庭・地域における男女共同参画の促進

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

2,175 833
・女性防災士育成 7人養成（全体30人）　 総数：53人(全体259人)

・地域の防災リーダーへの女性登用 29人養成（全体74人）　総数：59人(全体297人)

・自主防災研修への女性の参加者数 集計不能

・校区を対象とした出前講座を実施する。 71回実施した出前講座の一部の回で、本件に触れた。

総務部

― ―・各校区の役員等が対象の、「まちづくり活動の

手引き」を活用した男女共同参画に関する研修会

を行う。

33

具体的事業 内容

防災活動における女性参画

の推進

地域における男女共同参画の視点を反映させた防災活動を実施するため、様々な活動への女性の参画を進め、地

域の防災力の向上を図る。

また、災害時における避難所については、男女共同参画の視点で運営されるよう取組を進める。

取組内容 実績

32

具体的事業 内容

地域活動での男女共同参画

の促進

多様な人材が地域で活躍できるよう、校区コミュニティ組織や自治会の活動に対し、女性や若年層の積極的な参

画・登用を働きかけるとともに、校区コミュニティ組織の役員を対象とした男女共同参画に関する研修会の実施

を進める。

取組内容 実績

・校区コミュニティ組織や自治会等への女性や若

年層の登用を働きかける。
まち連や校区等での意見交換および研修の実施

12回（373人）
協働推進部

31

具体的事業 内容

地域の女性人材等の育成
女性が地域で活躍し、地域活動が活性化するよう、地域活動における男女共同参画を進める意識啓発や女性の人

材育成を行う。

取組内容 実績

・地域における男女共同参画やその他まちづくり

に関する活動を担えるような人材を育成するため

の講座をの実施する。

【男女共同参画サポーター二期養成講座】

〈１月21日～2月4日(計4回実施）〉

【まちづくり参画講座】

・安武校区　４月16日　参加者10人　※昨年度3月に開催

予定だったが延期となったため4月に実施

・南校区　　7月7日・10月6日　延べ参加者97人

・山川校区　8月25日・9月14日　延べ参加者36人

・校区まちづくり連絡協議会全体研修会

　　9月26日　参加者　144人

協働推進部 656 476

・男女共同参画サポーターの実施

・まちづくり参画講座

614

・すこやかマタニティ教室を実施する。 すこやかマタニティ教室：3回開催、参加者43人

男性の家庭における生活的自立を目指し、家事の

技術を身につける講座を実施する。

講座「オレ流☆そば打ち体験」そば打ち体験を通して、

料理への関心を高め、家事参加を促す

講師：(有)筑後家徳兵衛　代表取締役　江頭康夫氏

定員12人、参加者12人

三潴総合支

所
20 40

主体的に育児に参画してもらうため、

・プレパパママ教室を実施する。
プレパパママ教室：28回開催、参加者：586人 子ども未来

部
594

20 40

14

男性の家庭における生活的自立を目指し、家事の

技術を身につける講座を実施する。

・講座「パパが作る休日ランチ」準備、調理、片付けま

でを行う家事支援講座、5人/6人

・講座「パパと一緒にパン作り」父親を中心に親子で一

緒に調理、片付けを行う家事支援講座、6組（13人）/6組

北野総合支

所
40 20

男性の家庭における生活的自立を目指し、家事の

技術を身につける講座を実施する。

講座「すき焼き鍋奉行教室」を開催

12/3実施　参加者10人　定員10人

城島総合支

所
14

30

具体的事業 内容

男性の生活的自立のための

講座の実施及び家事・育

児・介護の参画促進

男性の家庭における生活的自立を目指すための講座(教室）を実施するとともに、主体的な家事・育児・介護等へ

の参画を促す。

取組内容 実績

男性の料理講座を日曜日に実施する。

基本料理講座男性コース（前後期各2回）

・前期：定員24人　参加者数15人　応募者数15人

・後期：定員24人　参加者数21人　応募者数31人

市民文化部 115 141

男性の家庭における生活的自立を目指し、家事の

技術を身につける講座を実施する。

男性向け料理講座を開催

（定員：8名／参加者4名）

田主丸総合

支所
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（施策の方向Ⅱ）あらゆる分野における女性の活躍の推進

施策５　ワーク・ライフ・バランスの実現

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

36

具体的事業 内容

市職員のワーク･ライフ･バ

ランスの推進

市職員のワーク・ライフ・バランスの実現に向け、ワーク・ライフ・バランスの意義や制度内容の周知に努めると

ともに、在宅勤務や時差出勤等について検討し、多様で柔軟な働き方の実現や休暇等を取得しやすい職場環境の整

備に取り組む。

また、時間外勤務の縮減のため、事務の一層の効率化・簡素化、さらには職場風土の改革や職員の機運の醸成に取

り組む。

取組内容 実績

・定時退庁日及び育児の日の全庁メールでの情報発

信

定時退庁日及び育児の日の全庁メールを活用し、時間外

勤務の縮減や休暇制度、年休の取得促進等の情報発信を

行った。

総務部 ― ―
・新採研修、新任課長研修での周知

新採研修、新任課長研修において特定事業主行動計画や

ワーク・ライフ・バランス推進の取組について周知を

行った。

・全庁通知等による計画年休の取得促進

「次世代育成支援及びワーク・ライフ・バランス

の 取組の 実施について（通知）」を発出し、さらなる休

暇取得を促進し、時間外勤務の削減などこれまでの取組

みについても徹底を図った。

35

具体的事業 内容

仕事と家庭の両立支援のた

めの企業等への啓発及び支

援の充実

企業の経営者の働き方改革に関する意識改革と職場環境の改善を図るための啓発を実施する。また、仕事と出産・

育児・介護等の両立が可能な社会の実現のため、テレワークなど柔軟な働き方に取り組む事業所への支援を行う。

取組内容 実績

・企業経営者及び管理職を対象とした働き方改革や

両立支援のための事業を実施する。

34

・両立支援セミナー（参加26団体27名）

・テレワーク導入セミナー（参加17社17名） 商工観光労

働部
2,190 5,447

・事業所訪問での周知・啓発を行う。 市の他、国県も含めた情報提供を実施

・雇用優良事業所表彰を行う。 （23）再掲　　事業所表彰部分

取組内容 実績

認定農業者の申請相談時や更新申請時に、チラシ等

にて家族経営協定制度の啓発を行う。

・認定農業者の申請相談時や更新申請時に、チラシ等に

よる家族経営協定制度の啓発を行った。
農政部

具体的事業 内容

協働推進部 再掲 再掲

農業者へのワーク・ライ

フ・バランスに関する啓発

の充実

ワーク・ライフ・バランスを実現し女性農業者の働く環境の向上を図るため、認定農業者の共同申請や家族経営協

定を推進するとともに、意識の啓発に取り組む。

・雇用就労推進協議会の構成団体における、ワー

ク・ライフ・バランスへの取り組みのはたらきかけ

商工観光労

働部

― ―

8

具体的事業 内容

ワーク・ライフ・バランス

の実現に向けた意識啓発

(男性に対する啓発の推進)

男性の家庭や地域活動への参画を促し、ワーク・ライフ・バランスを実現するための情報提供や講座を開催する。

6

具体的事業 内容

若年層に対するセミナーの

開催
学生を対象に、男女が共に能力を発揮し、積極的に社会や地域、家庭への参画を促すセミナーを開催する。

取組内容 実績

学生と社会人のワールドカフェ形式の講座等を実施

する。

取組内容 実績

・男性の生き方支援講座を実施する。（働き方や家

事参画をテーマにした講座）
再掲

協働推進部

再掲

再掲 再掲
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（施策の方向Ⅱ）あらゆる分野における女性の活躍の推進

施策５　ワーク・ライフ・バランスの実現

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

136,445 415,784

0 1,375

1,487 2,504

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

7,389 7,346

12,752 12,695

13,811 14,494

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

― ―

取組内容 実績

高学年児童の全校区受入を図る。 31校区
子ども未来

部

延べ利用者数：806人

認可夜間保育所にて、夜間保育を引き続き実施す

る。
夜間保育実施施設：１施設

送迎保育ステーションを実施する。 送迎保育ステーション利用登録者：13人

40

具体的事業 内容

学童保育所の充実
子どもを安心して預けて働くことができるよう、施設及び指導員の確保の取組を進め、高学年児童の全校区受入を

図る。

54,747 70,155

量的確保や担当保育士の確保などを図りながら、民

間保育所・認定こども園、公立保育所において一時

預かりを実施する。

一時預かり：1,046人

子ども未来

部

10,592 16,201

休日保育を実施する。

39

具体的事業 内容

多様な保育サービスの提供

共働き家庭の増加や就労形態の多様化の中、仕事と家庭の両立が図られ安心して子育てができるよう、多様な保育

サービスを提供する。

（病児保育、一時預かり、休日保育、夜間保育、送迎保育ステーション）

取組内容 実績

実施体制の維持、感染症流行時期の利用平準化を図

る。

実施施設との意見交換会を実施し、現状把握など情報共

有を図った。

○施設毎の実績（単位：人）《令和5年3月末》

・マリアン･キッズ･ハウス：675

・エンゼルキッズ：347

・すくすくランド：150

・ハイジア病児保育室：602

・たのっしーランド：155

１月あたりの病児受け入れ児童数：32.15人

子ども未来

部

取組内容 実績

・整備計画に基づいた施設整備事業を実施する。 施設整備：2施設

子ども未来

部

・潜在保育士に対し潜在保育士就職支援給付金を支

給する。
潜在保育士就労支援：0人

・市内保育所等に就職した保育士等に奨学金返済費

用の一部を補助する。
奨学金返済支援：16人

13,748 15,444
依頼会員と提供会員の需給ギャップや地域間の偏り

の改善を図る。

≪令和5年3月末≫

おねがい会員（依頼会員）：1,293人

みまもり会員（提供会員）：470人

どっちも会員（両方会員）：83人

活動件数：2,472件

38

具体的事業 内容

保育所待機児童の解消
共働き家庭の増加や就労形態の多様化の中、社会環境の変化に対応できるよう、保育士人材の確保及び施設整備等

を進めることにより、受け入れ体制を充実させ、待機児童の解消を図る。

37

具体的事業 内容

ファミリー・サポート・セ

ンター事業の充実

乳幼児や小学生の預かり、保育施設への送迎など、小学生までの子育てについて、援助を受けたい人と行いたい人

との相互援助活動を会員組織として支援し、地域の子育て支援活動を促進する。

取組内容 実績

さらなる会員の拡大を図る。 年3回みまもり会員養成講座を開催

子ども未来

部
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女性に対するあらゆる暴力の根絶

決算額

    男女共同参画に限定した事業費である（単位：千円）

   ○他の施策の中で実施したもので、男女共同参画部分のみの算出が可能な場合は

     その額とし、算出が困難なものについては、「－」とする

   ○事業を実施していない場合は、「－」とする

施策の方向Ⅲ 

41 DVの理解促進と相談窓口の周知

42 「女性に対する暴力をなくす運動」に伴う啓発の実施（パープルリボンキャンペーン）

43 幼稚園・保育所等、幼児に関わる職員、教職員等学校関係者、保護者等への

46 DVが子どもに及ぼす影響への理解の促進

47 外国人を対象としたDVの正しい理解の促進と相談窓口の周知

48 相談員の技術向上

DV防止の理解促進

44 「デートDV防止啓発プログラム」を用いた若年層への啓発

Ⅲ
　
女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

施
策
１

DVの防止及び
被害者支援の充
実【第3次久留米
市DV対策基本
計画】

7 男女平等に関する市職員研修の実施【再掲】

45 医療機関に対する研修等の実施

多様な相談体制の検討（新規）

54 関係機関等との連携による被害者の安全確保

55 自立に向けた住まいの確保

56 住所情報保護措置による被害者の安全確保

49 相談関係機関ネットワークの効果的な運営

50 DV被害者に対する市職員の対応能力の維持・継承

51 障害者、高齢者、外国人を対象とした支援の充実

52 男性のための相談対応の検討（新規）

53

4 男女平等に関する調査研究事業の実施【再掲】

59 民間支援団体との協働によるDV被害者支援

49 相談関係機関ネットワークの効果的な運営【再掲】

57 「ワンストップ化のためのDV被害者相談共通シート」の活用によるDV被害者の

安全な自立支援の推進

58 DV被害者の自立に向けた就業支援

施
策
２

性暴力の防止及
び被害者支援の
充実

25 職場におけるハラスメント防止の啓発【再掲】

63 相談・支援体制の充実

60 関係機関・団体等との連携及び児童虐待対応との連携強化（新規）

64 性暴力被害者支援体制の充実

65 学校内におけるハラスメント防止体制の充実

66 市職員セクシュアル・ハラスメント等の相談体制の充実

61 性暴力防止のための啓発

62 校区コミュニティ組織におけるセクシュアル・ハラスメント防止の啓発

施策の方向 施 策 具体的事業
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（施策の方向Ⅲ）女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策１　ＤＶの防止及び被害者支援の充実　【第３次久留米市ＤＶ対策基本計画】

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

田主丸総合支所 － －

北野総合支所 － －

城島総合支所 － －

三潴総合支所 － －

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

教育部 ― ―

教育部 0 0

協働推進部 ― ―

No42に

含む

「女性に対する暴力をなく

す運動」に伴う啓発の実施

（パープルリボンキャン

ペーン）

43

具体的事業 内容

幼稚園・保育所等、幼児に

関わる職員、教職員等学校

関係者、保護者等へのDV防

止の理解促進

ＤＶの正しい理解を進め、男女平等や暴力防止の視点に立った教育が幼稚園や保育所、学校、地域等あらゆる場

で行われるよう研修や講座などを実施する。

また、被害に遭った時に速やかに相談につながるよう、相談窓口の周知を行う。

取組内容 実績

①保育所や幼稚園の職員を対象とした研修を実

施する。

③地域・保護者を対象としたDV防止啓発講座等

を実施する。

若年教員研修１年目（初任者研修）中学校において、「性

に関する問題行動への対応」の研修を設定し、DVや性暴力

等に対する正しい理解を深め、自他の安全を守ることので

きる生徒の育成を図る指導の在り方について学ぶ機会とし

た。

令和４年度中堅教諭等資質向上研修を実施

対象：小中特別支援学校の教職経験10年を経過した教諭

（約50名）オンライン研修、「男女参画教育の充実」と題

して、30分程度の動画を配信。R4,7/25~8/25の期間に視聴

12月26日実施「学校教育と男女共同参画（DV含む）」対

象：櫛原中学校教職員 講師：男女平等推進センター職員

（参加者：19人）

②教職員を対象とした研修を実施する。

実施なし

協働推進部
No42に

含む

0 205

41

具体的事業 内容

ＤＶの理解促進と相談窓口

の周知
多くの市民にＤＶの正しい理解を促すとともに、相談窓口を広く周知するため、様々な啓発を行う。

取組内容 実績

①新規設置場所を検討しつつ、DV防止カードを

設置する。

②DV防止の常設パネルの設置

常設設置実績なし。11月（「女性に対する暴力をなくす運

動」期間）にパネルを設置

3月末現在、市内706箇所に設置。民間支援団体を追加

常設設置実績なし。11月（「女性に対する暴力をなくす運

動」期間）にパネルを設置

常設設置実績なし。11月（「女性に対する暴力をなくす運

動」期間）にパネルを設置。

常設設置実績なし。11月（「女性に対する暴力をなくす運

動」期間）にパネルを設置

協働推進部

子ども未来

部

375

・11月18日実施上映会「闇の子供たち」（参加者80人）

・11月19日実施「子どもに伝える体と性のはなし　自分も

相手も大切に」市民グループと共催、講師：橋本明子（参

加者13人）

・11月19日実施 理論と実践ワーク「女性のための護身術」

市民グループと共催、講師：橋本明子（参加17人）

・11月20日実施「DV・性暴力がもたらすトラウマの影響」

講師：中島幸子（参加者：45人）

0 79

実績

協働推進部

市立高校や市内の大学にパープルツリーを設置した。ま

た、市民団体と連携し、オレンジ＆パープルツリーの設置

や期間中の啓発を行った。

協働推進部

44

649

824

・11月6日実施「子どもを性虐待・性被害から守る」講師：

安永智美（参加者：35人）

・11月20日実施「DV・性暴力がもたらすトラウマの影響」

講師：中島幸子（参加者45人）

②関連講座の実施

①若年層を念頭に置いた啓発のツリーの設置

内容

42

具体的事業

ＤＶやセクシュアル・ハラスメントなどの「女性に対するいかなる暴力も許さない」という意識を高めるため

に、「女性に対する暴力をなくす運動」期間に合わせて啓発等を行う。

取組内容
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（施策の方向Ⅲ）女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策１　ＤＶの防止及び被害者支援の充実　【第３次久留米市ＤＶ対策基本計画】

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算47

912

330

46

具体的事業 内容

ＤＶが子どもに及ぼす影響

への理解の促進

面前ＤＶは子どもへの虐待にあたることやＤＶが子どもに及ぼす影響について、正しい理解を深めるための啓発

や研修等を実施する。

取組内容 実績

・職務関係者等を対象とした研修を実施する。

No45に

含む

No45に

含む

― ―

9月～2月にかけ計4団体へ研修を実施（久留米市民生委員児

童委員協議会等）

延べ参加者：142人

市職員向けの研修を1回実施した。
子ども未来

部

協働推進部

7

具体的事業 内容

取組内容

45

具体的事業 内容

医療機関に対する研修等の

実施

医療関係者のＤＶに対する正しい理解を深め、被害者の早期発見・早期相談につながるよう「医療関係者向けＤ

Ｖ被害者対応マニュアル」を活用して、市内の医療機関を対象に研修等を実施する。

取組内容 実績

今年度は学生を対象として実施

7月26日・8月19日実施　「久留米市におけるDV被害者支援

の取組み」

対象：聖マリア学院大学　看護学部看護学科　（参加者：8

人）

医療機関（病院、診療所、助産所）の管理者や従事者を対

象に、『アンコンシャスバイアスと男女共同参画』をテー

マに研修を実施した。

協働推進部

健康福祉部 ――

500166

具体的事業 内容

「デートＤＶ防止啓発プロ

グラム」を用いた若年層へ

の啓発

再掲 再掲

教育部

44

総務部

中・高校生、専門学校・大学生を対象とした、

デートDV防止講座を実施する。

市内の中学校・高校計4校に実施

延参加者599人

取組内容

・男女共同参画推進講演会

人権尊重の視点に立ち、職員の意識を変革し、男女共同参画社会の実現に向けて主体的に行動する職員を育成す

るために、市職員研修を実施する。

全職員への男女平等研修では、３年に１回テーマを「DV」として実施する。

男女平等に関する市職員研

修の実施（DV研修）

・研修推進者研修及び職場研修

実績

・階層別研修（参加者数）

再掲

若い年代から、暴力を容認しない意識を育成するために、民間支援団体と連携して中・高校生、専門学校・大学

生を対象としたデートＤＶ防止啓発講座を実施するとともに活用を促す。

230

・医療機関を対象とした研修を実施する。

6月の定例校長会でセクシュアル・マイノリティの人権に関

する内容や、デートＤＶに関する内容について、「男女共

同参画教育指導の手引き」や外部講師の活用しながら、指

導の充実を図るように周知した。

校長会や教頭会、校内研修会などで呼びかける。

協働推進部

外国人を対象とした相談窓口の設置の周知を行

う。

多言語カードを作成（9ヶ国語）

市内各所に設置

外国人相談窓口で受けたDV被害者からの相談においては、

関係部署と連携し言語支援を行った。

360

実績

― ―

具体的事業 内容

外国人を対象としたＤＶの

正しい理解の促進と相談窓

口の周知

外国人を対象に、ＤＶを正しく理解するための啓発と被害に遭った場合の相談窓口の周知を行う。

取組内容

相談窓口の周知を行う。

実績

協働推進部

協働推進部

2,500
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（施策の方向Ⅲ）女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策１　ＤＶの防止及び被害者支援の充実　【第３次久留米市ＤＶ対策基本計画】

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

・「ネットワークシート」の見直しを求める。 ネットワークシートの見直しを行った。

49

協働推進部 ― ―

関係部署や久留米警察署と連携し支援を行った。

― ―

・庁内ネットワーク会議及び研修を開催する。

・相談関係機関ネットワーク会議を開催する。

6月16日実施庁内相談関係機関ネットワーク会議（庁内34部

局1外郭・その他関連団体で構成）

11月17日実施庁内・外相談関係機関ネットワーク会議（庁

内33部局1外郭・その他関連団体、14庁外関係機関と6民間

支援団体で構成）

― ―

51

具体的事業 内容

障害者、高齢者、外国人を

対象とした支援の充実

障害者、高齢者、外国人等、様々な状況にあるＤＶ被害者に適切な支援ができるよう、関係課と連携した対応を

行う。また、窓口対応にあたっては、各マニュアルを活用し、適切に対応する。

取組内容 実績

チーム内研修を実施し、周知した。

健康福祉部

健康福祉部

協働推進部

関係部署や久留米警察署と連携し支援を行った。

― ―

・「障害のあるＤＶ被害者への支援対応マニュ

アル」をもとに、課内研修を実施する。

・虐待対応を行う中で、DVの事例があれば必要

に応じて連携する。

「外国人のＤＶ被害者支援対応マニュアル」をも

とに、課内研修を実施する。

チーム内研修を実施し、周知した。

・虐待対応を行う中で、DVの事例があれば必要

に応じて連携する。

「外国人のＤＶ被害者支援対応マニュアル」や研修資料に

より課内に周知した。

・「高齢のＤＶ被害者支援対応マニュアル」をも

とに、課内研修を実施する。

・「久留米市安全対策マニュアル」、「久留米市

におけるＤＶ被害者支援対応マニュアル」を周知

し、庁内ネットワーク等を活用し研修を促す。

48

具体的事業 内容

相談員の技術向上 ＤＶ被害者に適切な支援が行えるよう、相談員に実務研修を行い、相談対応の技術向上を図る。

取組内容 実績

相談員の実務研修（スーパービジョン）の実施

相談員を対象とした研修に参加する。

協働推進部

50

具体的事業 内容

ＤＶ被害者に対する市職員

の対応能力の維持・継承
市職員がＤＶ被害者に対し適切に対応できるよう、各種マニュアルを活用して対応能力の維持・継承を図る。

取組内容 実績

―・「久留米市におけるＤＶ被害者支援対応マ

ニュアル」をもとに、担当課職員･関係機関・団

体の研修を実施する。

・委託先の相談機関に安全対策マニュアルを周知

する。

11月17日実施庁内・外相談関係機関ネットワーク会議内

講義「ＤＶ被害者支援について」講師：堀川　智史

（参加者：庁内33部局1外郭・その他関連団体、14庁外関係

機関と6民間支援団体）

市職員男女平等研修でDVをテーマに実施（推進者研修、全

職員研修）

―

内容

相談関係機関ネットワーク

の効果的な運営
庁内及び庁外の関係機関で相談関係機関ネットワーク会議を開催し、ＤＶ被害者支援の連携強化を図る。

協働推進部

子ども未来

部

全9回実施　講師：石本宗子、富田伸、坂本奈緒、梅根眞知

子

県等が実施する、婦人研修に参加した。 42873

196

取組内容 実績

156

具体的事業
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（施策の方向Ⅲ）女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策１　ＤＶの防止及び被害者支援の充実　【第３次久留米市ＤＶ対策基本計画】

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

市民文化部 ― ―

協働推進部

――

301216

・必要な支援の整理 ―

― ―

―

協働推進部
県内センター連絡会議や福岡県・北九州市・福岡市との合

同会議により情報収集を行った。

52

具体的事業 内容

男性のための相談対応の検

討
男性のＤＶ被害やジェンダーに起因する生きづらさに対する相談対応について検討を行う。

取組内容 実績

・他自治体の情報収集を行う。

・男性相談の実施
毎月第4土曜日・10時～12時実施

（相談件数　１件 )

他自治体からの情報をインターネットや広報誌より収集し

た。

関係機関等との連携による

被害者の安全確保
県や警察署等の関係機関及び民間支援団体等と連携し、避難を希望するＤＶ被害者の安全を確保する。

取組内容 実績

子ども未来

部

協働推進部

0

― ―

80

久留米警察署とのDV被害者等支援に関する連携協定による

担当者会議を開催

会議の中で情報共有、連携を行った。

・他自治体の情報を収集する。

母子緊急一時保護　　　 4 件

単身女性緊急保護　　　 8件

女性相談所への相談　　 1件

・被害者の安全確保に向けた措置を行う。

53

具体的事業 内容

多様な相談体制の検討
ＤＶ被害の潜在化や深刻化を防ぐため、メールやＳＮＳ等を活用した多様な相談体制について検討を行う。

取組内容 実績

・他自治体の情報収集を行う。

55

具体的事業 内容

自立に向けた住まいの確保 ＤＶ被害者の自立に向けて、市営住宅を確保する。

取組内容 実績

市営住宅のＤＶ被害者優先枠と中間施設（ス

テップハウス）の枠を確保する。
確保済み ― ―都市建設部

54

具体的事業 内容

56

具体的事業 内容

住所情報保護措置による被

害者の安全確保
ＤＶ被害者の情報管理を徹底し、住所情報等の保護を行い、被害者の安全を確保する。

取組内容 実績

・住所情報保護取り扱い規程の事務担当課

（シート：別表２）について、各職場における

保護すべき情報の取り扱い基準を見直す。

・住所情報保護措置を実施する。

子ども未来

部

協働推進部

新規件数　60件

継続件数　92件

新規件数　179件

継続件数　347件

必要に応じて関係部局と協議し、被害者の安全を確保した

うえで、事務を行うよう調整した。

―

― ―

―
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（施策の方向Ⅲ）女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策１　ＤＶの防止及び被害者支援の充実　【第３次久留米市ＤＶ対策基本計画】

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

57

具体的事業 内容

取組内容 実績

ワンストップシート発行件数：18件

ワンストップシート発行件数： 1件

「ワンストップ化のための

DV被害者相談共通シート」

の活用によるDV被害者の安

全な自立支援の推進

「ワンストップ化のためのDV被害者相談共通シート」を活用してＤＶ被害者等が安全で迅速に必要な支援を受

け、自立することができるように、職員の対応能力の維持・継承を図る。

必要に応じてワンストップシートを作成する。

関係部局と連携して速やかに対応することで、被

害者の安全を確保する。

協働推進部

子ども未来

部

―

―

―

―

58

具体的事業 内容

DV被害者の自立に向けた就

業支援
ＤＶ被害者の経済的な自立を目指し、ひとり親サポートセンター等を活用した就業支援を行う。

取組内容 実績

― ―
ひとり親サポートセンターや公共職業安定所と

連携し、就職の支援を行う。

就労希望がある場合、ひとり親サポートセンターや公共職

業安定所を紹介した。

子ども未来

部

4

具体的事業 内容

取組内容 実績

各年度調査研究テーマを設定し、男女共同参画

の推進を行う。
再掲 再掲 再掲

男女平等に関する調査研究

事業の実施

女性に対する暴力根絶のための男女平等に関する課題に対し、専門家によるワーキンググループを設置し、調査

研究を行う。

協働推進部

59

具体的事業 内容

民間支援団体との協働によ

るDV被害者支援

ＤＶ被害者の適切な支援を目的として、民間支援団体と協働で被害者支援に取り組む。

また、民間支援団体への支援を継続して行う。

取組内容 実績

・DV被害者支援に対する民間支援団体との連携

協働推進部

協働推進部

子ども未来

部

・民間支援団体への財政的支援

関係部署や民間支援団体と連携し、避難しているDV被害者

への給付金の給付などの調整を行った。

DV・性暴力被害者ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座を民間支援団体と連携し

て実施。全18回受講者数延べ414人

同行支援業務委託の受託者として連携

民間支援団体の活動に対して補助を行い、継続的な支援を

行った。

―

590

4,164

―

669

3,000

関係機関・団体やその他支援者と、個別のケー

ス会議を実施する。

49

具体的事業 内容

相談関係機関ネットワーク

の効果的な運営
庁内及び庁外の関係機関で相談関係機関ネットワーク会議を開催し、DV被害者支援の連携強化を図る。

取組内容 実績

・相談関係機関ネットワーク会議を開催する。

再掲 再掲

・「ネットワークシート」の見直しを求める。

・庁内ネットワーク会議及び研修を開催する。 再掲 協働推進部

60

具体的事業 内容

関係機関・団体等との連携

及び児童虐待対応との連携

強化

関係機関・団体と情報を共有するとともに、必要に応じてケース会議を行うなど、連携を強化する。

また、児童相談所等との連携体制を強化し、DVや児童虐待の早期発見に取り組み、適切な支援を行う。

取組内容 実績

協働推進部

子ども未来

部

令和4年度　13回実施

令和4年度　12回実施（主に母子生活支援施設関係）

その他、個別ケースの対応について関係機関等と連携し、

対応した。

― ―

― ―
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（施策の方向Ⅲ）女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策２　性暴力の防止及び被害者支援の充実

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

研修に参加し被害者からの相談対応についてスキル向上

を図った。

また、被害者対応にも関係部署と連携し支援を行った。

協働推進部 ＿ ＿

691 700
②庁内外との関係機関・団体との個別のケース会議

やネットワーク会議を実施する。

②11月17日実施庁内・外相談関係機関ネットワーク会議

（庁内33部局1外郭・その他関連団体、14庁外関係機関と

6民間支援団体で構成）

③スーパービジョンを実施する。
③全9回実施　講師：石本宗子、富田伸、本田由布子、梅

根眞知子

63

具体的事業 内容

相談･支援体制の充実 性暴力被害に関する女性からの相談を受け、関係機関と連携しながら、早期の解決と回復に向けた支援を行う。

取組内容 実績

①総合相談、性暴力相談、法律相談（女性弁護士に

よる面接のみ）を行う。

①総合相談：4,185件　性暴力相談：113件　法律相談：76

件

協働推進部

婦人相談事業として、DVや離婚問題等女性からの

様々な相談に対し、必要に応じ関係部局や機関と連

携し支援を行う。

相談件数（令和5年3月31日）

        1,192 件（内DV件数  736 件）

子ども未来

部
105 532

男女平等問題に関する研修等に積極的に参加して専

門知識の習得や対応スキルの向上を図り、女性相談

者の相談に適切な対応を行う。

25

具体的事業 内容

職場におけるハラスメント

防止の啓発
職場におけるセクシュアル・ハラスメントを防止するために、事業主や労働者を対象にした啓発を行う。

取組内容 実績

取組内容 実績

・「まちづくり活動の手引き」を活用して、各校区

の役員等を対象に、男女共同参画の推進やセクシュ

アル・ハラスメント防止の研修を行う。
まち連や校区等での意見交換および研修の実施

12回（373人）
協働推進部

・セクハラ・パワハラ等防止を図るため、企業向け

セミナーを開催
再掲

商工観光労

働部
再掲 再掲

・商工労働ニュースへのセクハラ・パワハラ・マタ

ハラなどのハラスメント防止の記事を掲載

― ―

・校区コミュニティ組織へ出前講座の企画を働きか

ける。

No42に

含む

No42に

含む
・性暴力被害者支援講座

・女性に対する暴力をなくすキャンペーン期間での

講演、展示

62

具体的事業 内容

校区コミュニティ組織にお

けるセクシュアル・ハラス

メント防止の啓発

まちづくりに多様な人材が参画できるよう、校区コミュニティ組織を対象とした男女共同参画社会の実現やセク

シュアル・ハラスメントの防止に対する研修を行うよう働きかける。

61

具体的事業 内容

性暴力防止のための啓発

セクシュアル・ハラスメント、ストーカー行為、人身取引などの性暴力は、女性に対する重大な人権侵害である

ことや「性の商品化」の防止についての認識を深め、あらゆる性暴力を許さない社会の実現に向けて啓発を行

う。

取組内容 実績

・性暴力防止啓発講座を実施する。

・11月18日実施上映会「闇の子供たち」（参加者80人）

・11月19日実施「子どもに伝える体と性のはなし　自分

も相手も大切に」市民グループと共催、講師：橋本明子

（参加者13人）

・11月19日実施 理論と実践ワーク「女性のための護身

術」市民グループと共催、講師：橋本明子（参加17人）

・11月20日実施「DV・性暴力がもたらすトラウマの影

響」講師：中島幸子（参加者：45人）

協働推進部
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（施策の方向Ⅲ）女性に対するあらゆる暴力の根絶

施策２　性暴力の防止及び被害者支援の充実

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

内容

市職員セクシュアル・ハラ

スメント等の相談体制の充

実

市職員のセクシュアル・ハラスメント等の未然防止に向けた周知徹底と、利用しやすい相談員制度などの整備に

取り組む。

取組内容 実績

65

具体的事業 内容

学校内におけるハラスメン

ト防止体制の充実

学校内におけるハラスメントを防止するために、指導・助言を行うとともに、ハラスメント相談員への研修を行

うなど取組の充実を図る。

取組内容 実績

各学校のハラスメント相談員に対する研修を実施す

る。

定例校長会、学校訪問時における周知、指導助言を行う

とともに、ハラスメント相談員研修を実施した。
教育部

・各部局や各施設に相談員を配置

・61名（うち新任者5名）の相談員を任命するとともに新

任者への研修を実施した。また、各研修を通じて相談体

制の周知やセクシュアルハラスメントの未然防止に努め

た。

総務部

64

具体的事業 内容

性暴力被害者支援体制の充

実
被害直後からの性暴力被害者を総合的に支援するため、関係機関・団体と連携した支援体制の充実を図る。

取組内容 実績

・性暴力被害者支援体制の構成団体からなる連携会

議を開催する。

性暴力被害者支援連携会議の実施（２月６日）

11月17日実施庁内・外相談関係機関ネットワーク会議

（庁内33部局1外郭・その他関連団体、14庁外関係機関と

6民間支援団体で構成）
協働推進部

― ―

・相談員に研修等を実施し、スキルアップを図る。

・職員任用時に防止体制や相談体制の周知を徹底す

る。

・全庁メールや部間会議等により防止・相談体制の

周知

― ―

66

具体的事業

― ―

・相談ネットワーク会議において性暴力に関する情

報提供を行う。

・ワンストップ共通シートを活用し、被害直後から

の支援強化を行う。
令和４年度113件発行

・性暴力被害者支援カードを産婦人科・警察等に設

置する。
市内各所に設置
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男女が自立し、生活できる社会づくり

決算額

    男女共同参画に限定した事業費である（単位：千円）

   ○他の施策の中で実施したもので、男女共同参画部分のみの算出が可能な場合は

     その額とし、算出が困難なものについては、「－」とする

   ○事業を実施していない場合は、「－」とする

施策の方向Ⅳ

67 生涯にわたる心身の健康づくりに関する学習機会と情報の提供

68 精神的な問題に関する正しい知識の普及啓発及び相談体制の充実

妊娠・出産・子育てに関する啓発と相談の充実

73 性感染症の相談・検査の充実

15 健康教育や性教育の指導の充実【再掲】

69 スポーツ機会の充実（新規）

70 生涯を通じての健康づくりの促進

Ⅳ
　
男
女
が
自
立
し

、
生
活
で
き
る
社
会
づ
く
り

施
策
１

生涯を通じた男
女の健康支援

71 介護予防の推進（新規）

72

52 男性のための相談対応の検討【再掲】（新規）

68 精神的な問題に関する正しい知識の普及啓発及び相談体制の充実【再掲】

70 生涯を通じての健康づくりの促進【再掲】

71 介護予防の推進【再掲】（新規）

74 子育て世代包括支援事業の実施（新規）

施
策
２

様々な困難を抱
える女性等が、
安全に安心して
暮らせる環境の
整備

75 ひとり親サポートセンター事業の実施（新規）

76 ひとり親家庭の自立に向けた支援の実施

77

80 母子生活支援施設の運営及び措置

81 久留米市生活自立支援センター事業の実施

82 子どもの学習・生活支援事業

ひとり親家庭日常生活支援の実施

78 ひとり親家庭の子どもの育み支援事業

79 子どもの共同養育に関する養育費履行の支援（新規）

55 自立に向けた住まいの確保【再掲】

86 障害者の相談支援体制の充実

87 本市に在住する外国人への相談・生活支援の充実

88 セクシュアル・マイノリティに関する啓発の推進と支援の検討

83 子ども食堂事業

84 犯罪被害者等への総合的な対応窓口による支援の実施（新規）

85 高齢者の相談支援体制の充実

施策の方向 施 策 具体的事業
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（施策の方向Ⅳ）男女が自立し、生活できる社会づくり

施策１　生涯を通じた男女の健康支援

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

・自殺のサインに早期に気付けるように、ゲート

キーパー研修を実施する。

ライフステージに応じたスポーツ教室の実施

仕事や家事等で忙しい世代のスポーツ機会の充実のため、

日頃運動していない方や若い世代を対象として運動習慣づ

くり事業を実施した。

またその他、体育施設等の指定管理者や競技団体によるス

ポーツ教室も実施されている。

―

実施回数：４回、相談件数：218人

・市民向けの講演会や普及啓発を行う。

800

女性の心身の健康に関し自己管理ができるように、思春期・成熟期・更年期・高齢期といったライフステージに応

じた健康に関する講座の開催や情報提供、相談体制の充実を図る。

また、男女が互いの身体的性差に応じた健康についての理解を深めるための取組を進める。

67

具体的事業 内容

取組内容 実績

― ―

703

429

生涯にわたる心身の健康づ

くりに関する学習機会と情

報の提供

30

・健康なっとく相談
健康福祉部

・まちかど健康相談

―

・こころの相談カフェ：69回実施。相談利用（実人数）：

195人

・SOSの出し方：市立中学校全17校、市立高等学校全2校に

て生徒向け・教師向けに実施

・市民向け講座：こころの健康づくり講演会（12月10日）

当日参加者：89名、YouTube配信：74名

ゲートキーパー研修：54か所、4,210名に対しゲートキー

パー研修の実施

719

・健康の維持や増進のための健康管理についての講

座を開催する。

・関連書籍を収集し、情報提供に努める。

・女性の健康相談を実施する。

・思春期保健意見交換会を実施する。

68

具体的事業 内容

精神的な問題に関する正し

い知識の普及啓発及び相談

体制の充実

ジェンダーに基づく様々な生きづらさに対する相談体制の充実を図るとともに、自殺や精神疾患の正しい認識と偏

見をなくす取組を進める。

取組内容 実績

69

具体的事業 内容

スポーツ機会の充実
性別や世代にかかわりなく、運動の機会の充実を図るための環境整備を行い、生涯を見通した健康な体づくりに取

り組む。

取組内容

健康福祉部

・SOSの出し方教育を実施する。

542

「みんなで考えよう！性と生理のこと」イベントを実施（3

月5日）

【01 トークセッション】性と生理の悩みをみんなで共有！

講師：中澤裕子　他　参加者：115人

【02 親子ワークショップ】ぼく・わたしの成長ラボ　～こ

ころとからだ～　参加者：17人

【03 その他】　企業や調査研究支援事業採択団体による展

示等

・思春期保健出前講座を実施する。

協働推進部

子ども未来

部

思春期保健出前講座30回、参加者1,617人

「プレコンセプションケアについて」の講話（外部講師）

及び意見交換会を実施（R4.2.9）

女性の健康相談：2回、相談者3人

・健康なるほど講座 健康教育：実施回数 86回、参加者数 1,455人

健康相談：実施回数 59回、参加者数 776人

―健康福祉部

市民文化部

―

実績

・こころの相談カフェを実施する。

－　31　－



（施策の方向Ⅳ）男女が自立し、生活できる社会づくり

施策１　生涯を通じた男女の健康支援

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

73

妊娠・出産・子育てに関す

る啓発と相談の充実

72

具体的事業 内容

取組内容 実績

相談件数：4件・不妊相談ダイヤルによる相談を実施

・妊婦健診を実施する。

・乳幼児の身長・体重測定、育児健康相談、栄養相

談を通して、子育てを支援する。

【受診率】・妊婦健診：97.5%

・4か月健診：97.7%

・10か月健診：94.3%

・1歳6か月健診：98.6%

・３歳児健診：97.0%

・12月の世界エイズデーに合わせて臨時のHIV・梅

毒即日検査を実施する。

297,613

70

具体的事業

319,613

【ゆったり子育て相談会】

・実施回数：48回　参加者数：334人

実績

（男性のみ）

・R4前立腺がん検診受診率 18.3%（前年度比＋6.3％）

（女性のみ）

・R4子宮頸がん検診受診率 25.6%（前年度比＋5.1％）

・R4乳がん検診受診率 19.5％（前年度比＋0.5％）

（男女共通、合算）

・R4大腸がん検診受診率 16.7%（前年度比±0％）

・R4肺がん･結核検診受診率 22.1%（前年度比＋1.4％）

・R4胃がん検診受診率 7.7%（前年度比＋0.4％）

・にこにこステップ運動＆スロージョギング教室教室：実

133人、延べ1,556人（9会場）

・口からはじまる健康長寿講座：実61人、延べ114人（5会

場）

・認知症講演会：集合型1回（164人）派遣型6回（172人）

・ものわすれ予防検診（67名）

・認知症予防講座：実142人、延べ642人

・認知症高齢者介護電話相談：27件

生涯を通じての健康づくり

の促進
女性のライフステージに応じた健康支援を行うとともに、女性特有のがんなどの疾病の予防に取り組む。

取組内容 実績

12,080

71

具体的事業 内容

介護予防の講座の開催、周知・啓発や主体的な介護予防活動の支援を行うことにより、高齢の女性の骨折や転倒な

どによる心身機能の低下や認知症の予防に取り組む。

具体的事業 内容

性感染症の相談・検査の充

実

ＨＩＶなどの性感染症に関する啓発の推進と相談・検査体制を充実させ、早期の相談・受診を促す。

また、性感染症の理解を広げるため、様々な機会を利用して啓発を行う。

12月2日（金）実施　17人

取組内容

内容

12,383

367,573 361,366

・ゆったり子育て相談会を実施する。

取組内容 実績

― ―

・隔週でＨＩＶ・性感染症の検査及び相談を実施す

る。

・啓発のチラシを配布する。

【検査件数】HIV（エイズ）：233件、梅毒：234件、

　　　　　　クラミジア：188件

【相談件数】HIV（エイズ）：492件、STD：484件

健康福祉部

子ども未来

部

健康福祉部

・各種がん検診を行う。 健康福祉部

介護予防の啓発

介護予防教室の実施

介護予防の推進

安心して出産し子育てができるよう、出産前から出産後まで一貫した健康支援を行う。妊娠から出産、育児につい

ての正しい知識の習得と、妊婦同士や子育て中の親同士の交流を進める取組を行う。その他、妊娠を希望する夫婦

に対して、不妊治療の支援を引き続き実施する。
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（施策の方向Ⅳ）男女が自立し、生活できる社会づくり

施策１　生涯を通じた男女の健康支援

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

再掲 再掲
介護予防の啓発

介護予防教室の実施

・市民向けの講演会や普及啓発を行う。

・各種がん検診を行う。 再掲 再掲 再掲

再掲 再掲

・SOSの出し方教育を実施する。

再掲

取組内容 実績

再掲

・こころの相談カフェを実施する。

・自殺のサインに早期に気付けるように、ゲート

キーパー研修を実施する。

52

具体的事業 内容

男性のための相談対応の検

討
男性のＤＶ被害やジェンダーに起因する生きづらさに対する相談対応について検討を行う。

取組内容 実績

・男性相談の実施 協働推進部再掲 再掲 再掲

68

15

具体的事業 内容

健康教育や性教育の指導の

充実

実績

学習指導要領に基づいた、健康教育や性教育に係る

教科や学級活動、総合的な学習の時間等における男

女共同参画教育の実施

児童・生徒の発達段階に応じた健康教育や性教育が行えるよう、男女共同参画教育やセクシュアル・マイノリティ

の視点を踏まえた指導の充実を図る。

取組内容

再掲

71

具体的事業 内容

介護予防の推進
介護予防の講座の開催、周知・啓発や主体的な介護予防活動の支援を行うことにより、高齢の男性の脳卒中や心臓

病などによる心身機能の低下や認知症の予防に取り組む。

70

具体的事業

再掲再掲

健康福祉部

健康福祉部

健康福祉部

教育部

具体的事業 内容

取組内容 実績

内容

生涯を通じての健康づくり

の促進
男性に疾患が多い生活習慣病の発症や重症化の予防対策と健康の増進に取り組む。

取組内容 実績

精神的な問題に関する正し

い知識の普及啓発及び相談

体制の充実

男性が相談しやすい体制の整備を図るとともに、働く場において心身ともに健康でやりがいを持つことができるよ

う、ワーク・ライフ・バランスやメンタルヘルスの意識向上等について、事業所等と連携した取組を進める。

また、自殺や精神疾患の正しい認識と偏見をなくす取組を進める。
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（施策の方向Ⅳ）男女が自立し、生活できる社会づくり

施策２　様々な困難を抱える女性等が、安全に安心して暮らせる環境の整備

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

②2,800 ②4,960

③94,583 ③139,000

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

78

具体的事業 内容

ひとり親家庭等の子どもの育

み支援事業

ひとり親家庭等の子どもに対し、放課後から夜間にかけて、子どもの居場所となる拠点の設置あるいは家庭の

訪問により、学習支援、生活支援、食事の提供を行う。

取組内容 実績

77

具体的事業 内容

ひとり親家庭日常生活支援の

実施

一時的に生活援助が必要な場合又は日常生活を営むのに大きな支障が生じている場合の生活安定を図るため、

家庭生活支援員の派遣を行う。

12,074 11,880

取組内容 実績

ひとり親家庭の保護者が、急な病気や残業のときな

どにヘルパーを派遣して家事を行う。

・派遣世帯数　9世帯

・派遣延べ時間　772時間

子ども未来

部

子どもの居場所づくり事業を実施し、生活習慣の習

得する機会を提供する。

拠点型　開所：144日　延べ：1,335人

派遣型　開所：83日　延べ：131人

子ども未来

部

79

具体的事業 内容

子どもの共同養育に関する養

育費履行の支援

離婚後の養育費履行の確保について、公正証書作成費用や養育費保証契約をするための保証料の助成などの支

援を行い、子どもの経済的・社会的自立を図る。

取組内容 実績

・養育費に関する公正証書などの作成費用を助成す

る。 公正証書等作成支援事業　31人

養育費保証支援事業　        1人

子ども未来

部
608 1,203

・養育費保証契約をするための保証料を助成する。

76

具体的事業 内容

ひとり親家庭の自立に向けた

支援の実施
ひとり親家庭の保護者の就職に有利な資格取得のための給付金等の支給や自立のための貸し付けを行う。

取組内容 実績

①各種給付金を支給する。

  ・高等職業訓練促進給付金等事業

　・自立支援教育訓練給付金事業

　・高卒認定試験合格支援事業

・高等職業訓練促進給付金　   支給者数　24人

・自立支援教育訓練給付金　   支給者数　 4人

・高卒認定試験合格支援事業　支給者数　 1人
子ども未来

部

2,155 2,500

916 1,968

①31,026 ①35,641

②ひとり親サポートセンターによる就業支援 ・就職決定者数　21人

③母子父子寡婦福祉資金貸付事業を実施する。 ・新規貸付件数 60件

75

具体的事業 内容

ひとり親サポートセンター事

業の実施

ひとり親等の保護者に対し、就業相談から就業支援講習会の実施、就業情報の提供等一貫した就業支援サービ

スを実施する。

取組内容 実績

74

具体的事業 内容

子育て世代包括支援事業の実

施

妊娠期から出産・子育て期まで、保護者や18歳までの児童の相談に対応し、切れ目のない支援を行う。また、

身近な場所での相談体制を充実するとともに、その相談に対して地域・民間・NPO等と連携した支援を行う。

取組内容 実績

・妊娠期から出産・子育て期まで、保護者や18歳ま

での児童の相談に対応する。

相談件数合計1,700件（令和5年3月時点）

（内訳）

・母子保健に関すること　：970件

・子育てに関すること　　：529件

・保護者自身に関すること：173件

・新型コロナウイルス関連：28件

子ども未来

部

・就業支援（就業相談）の実施

・就業支援講習会の実施

・来所相談件数　156件

・就業支援講習会　8講座実施（県南地域対象）

子ども未来

部
2,800 4,960
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（施策の方向Ⅳ）男女が自立し、生活できる社会づくり

施策２　様々な困難を抱える女性等が、安全に安心して暮らせる環境の整備

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

332

・福岡犯罪被害者支援センター筑後窓口等の周知啓

発を行う。

・ポスター、チラシ、啓発物配布、ホームページによる

周知啓発を実施

6,090
運営団体と意見交換会を行う。

83

具体的事業 内容

子ども食堂事業
家庭での食事摂取が十分ない子どもへの食事の提供をする場、地域で子どもが高齢者などと交流する場や子ど

もの居場所となる子ども食堂を支援し、地域での拡大を図る。

取組内容

84

具体的事業 内容

犯罪被害者等への総合的な対

応窓口による支援の実施

犯罪被害者の総合的対応窓口を設け、被害に遭われた方に必要な手続きや適切な相談機関の案内を行うこと

で、早期の回復や自立に向けた支援につなげる。

取組内容 実績

・各警察署犯罪被害者支援協議会と連携した対応を

行う。

実績

子ども食堂を運営する団体の補助を実施する。
補助団体数：10団体

子ども未来

部
2,264

・各関係機関、団体と連携した対応を行った。

・街頭広報啓発活動を実施し、周知啓発を行った。
協働推進部 252

55

子ども未来

部
6,251

56,200

82

具体的事業 内容

子どもの学習・生活学習支援

事業

生活困窮世帯等の子どもを対象に、学習支援や日常的な生活習慣、仲間と出会い活動ができる居場所づくり、

学習に関する相談など、子どもと保護者の双方に必要な支援を行う。

取組内容 実績

子どもの学習環境等を整えるためのアウトリーチ型

支援、学習支援等を実施する社会的居場所の運営

（居場所型）を実施する。

居場所型：平均11.7人が利用

アウトリーチ型：81世帯(103名)を支援
健康福祉部 13,876 13,876

9,025

81

具体的事業 内容

久留米市生活自立支援セン

ターの事業の実施

生活自立支援センターにおいて、生活の困りごとや不安などの相談に対して、具体的な支援プランを作成し、自

立に向けた支援を行う。

80

具体的事業 内容

母子生活支援施設の運営及び

措置
母子家庭の母と児童を共に保護し、入所者に寄り添って自立に向けた生活支援を行う。

取組内容 実績

母子生活支援施施設の運営を行い、入所者を受け入

れる。
新規入所者　  ３世帯１０人

具体的事業 内容

自立に向けた住まいの確保
市営住宅の定期募集の際、母子・父子家庭や高齢者・障害者世帯を対象とした別枠募集を実施し、住まいの確

保につなげる。

取組内容

実績

支援プランの提供を行う。

困りごとに沿った相談対応を行う。

新規相談件数：1,484件

支援プラン作成：646件
健康福祉部 53,460

実績

別枠募集を実施する。 再掲 都市建設部 再掲 再掲

取組内容
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（施策の方向Ⅳ）男女が自立し、生活できる社会づくり

施策２　様々な困難を抱える女性等が、安全に安心して暮らせる環境の整備

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

部 Ｒ４決算 Ｒ５予算

0 30

―

市民と協働で行うくるめフォーラム2023にて、2団体が

市民企画としてセクシュアル・マイノリティに関する講

座を実施し、サポートを行った。（市としての主催講座

は未実施）

― ―

展示室でセクシュアル・マイノリティのパネルを展示

する。

「多様な性を認め合う」をテーマにパネル展示を実施し

た。（於：えーるピア内、6月）
― ―

取組内容 実績

セクシュアル・マイノリティの人に必要な支援の研究

を行う。

県パートナーシップ宣誓制度を活用した支援の実施や民

間団体への協力依頼、調査等を行った。

協働推進部

男女平等啓発講座においてセクシュアル・マイノリ

ティを含む人権問題への啓発を行う。

出前講座を5校区で実施し、講座の中でセクシュアル・

マイノリティを含む人権問題への啓発を行った。
―

103 548
・やさしい日本語で生活情報ガイドを提供する。 ・生活ガイドブックを関係部署に設置

具体的事業 内容

セクシュアル・マイノリティ

に関する啓発の推進と支援の

検討

SOGI（性的指向・性自認）を正しく理解し、セクシュアル・マイノリティ（性的少数者）に対する偏見や差別

を解消するための啓発を推進する。

また、求められる支援について調査・研究を行う。

88

86

具体的事業 内容

障害者の相談支援体制の充実
障害者やその家族からの相談体制の充実を図り、障害の有無に関わらず、誰もがその人らしく安心して暮らし

続けることができるよう支援を行う。

取組内容 実績

基幹相談支援センターをはじめとする相談機関で、

総合相談の対応を行う。
令和4年度　相談件数：9,859件 健康福祉部 82,810 92,657

87

具体的事業 内容

本市に在住する外国人への相

談・生活支援の充実

外国人が抱える課題や問題などの把握に努め、相談窓口の周知を図る。

また、在住外国人支援団体や国際交流団体等との意見交換の場を設け、在住外国人や留学生などの現状やニー

ズの把握に努め、支援の検討を行う。

取組内容 実績

・市内に在住する外国人からの相談に対応する。 ・令和４年度外国人相談件数　326件

協働推進部

85

具体的事業 内容

高齢者の相談支援体制の充実
高齢者やその家族が、地域で安心して暮らし続けることができるように、相談窓口を啓発するとともに、権利

擁護などの適切な支援を行う。

取組内容 実績

地域包括支援支援センターなどの相談窓口で、高齢

者本人、家族や支援者からの相談に対応する。
令和4年度　総合相談実件数：7,029件

健康福祉部 ― ―

高齢者虐待に対して、解消に向け支援する。 令和4年度　虐待相談件数：87件

生活の自立支援を目的として、成年後見制度の市長

申し立てを実施する。

令和4年度　市長申立件数：11件

令和4年度　成年後見制度利用支援事業

　　　　　　報酬補助：35件

　　　　　　申立費用補助：0件

介護者の負担軽減のため家族介護教室を実施する。 令和4年度　講座全8回実施　延べ参加人数：108人
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４　部局別具体的事業一覧

16 審議会等への女性の登用の推進

36 市職員のワーク･ライフ･バランスの推進

41 ＤＶの理解促進と相談窓口の周知

全庁 1 男女平等の視点に立った市行政刊行物の作成

7 男女平等に関する市職員研修の実施（DV研修）

9 久留米女性憲章制定を記念した久留米女性週間事業の実施

総務部 7 男女平等に関する市職員研修の実施（DV研修）

17 市女性職員の役職者等への登用の推進

21 競争入札参加登録事業者に対する男女共同参画の意義の周知・啓発

42 「女性に対する暴力をなくす運動」に伴う啓発の実施（パープルリボンキャンペーン）

50 ＤＶ被害者に対する市職員の対応能力の維持・継承

57 「ワンストップ化のためのＤＶ被害者相談共通シート」の活用によるＤＶ被害者の安全な自立支援の推進

協働推進部 2 男女平等に関する広報・啓発の充実

3 男女平等の視点に立った情報の収集と提供

4 男女平等に関する調査研究事業の実施

33 防災活動における女性参画の推進

36 市職員のワーク・ライフ・バランスの推進

66 市職員セクシュアル・ハラスメント等の相談体制の充実

9 久留米女性憲章制定を記念した久留米女性週間事業の実施

10 男女平等を推進する市民活動団体への支援と協働

11 校区等における男女平等学習の実施

5 男女平等意識啓発のための講座等の開催

6 若年層に対するセミナーの開催

8 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた意識啓発（男性に対する啓発の推進）

31 地域の女性人材等の育成

32 地域活動での男女共同参画の促進

41 DVの理解促進と相談窓口の周知

20 政策・方針決定過程における女性人材の育成

22 女性の就業を支援するための人材育成

29 女性の起業促進

45 医療機関に対する研修等の実施

42 「女性に対する暴力をなくす運動」に伴う啓発の実施（パープルリボンキャンペーン）

43 幼稚園・保育所等、幼児に関わる職員、教職員等学校関係者、保護者等への

DV防止の理解促進

44 「デートDV防止啓発プログラム」を用いた若年層への啓発
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46 DVが子どもに及ぼす影響への理解の促進

47 外国人を対象としたDVの正しい理解の促進と相談窓口の周知

51 障害者、高齢者、外国人を対象とした支援の充実

52 男性のための相談対応の検討（新規）

53 多様な相談体制の検討（新規）

48 相談員の技術向上

49 相談関係機関ネットワークの効果的な運営

50 DV被害者に対する市職員の対応能力の維持・継承

59 民間支援団体との協働によるDV被害者支援

60 関係機関・団体等との連携及び児童虐待対応との連携強化（新規）

61 性暴力防止のための啓発

54 関係機関等との連携による被害者の安全確保

56 住所情報保護措置による被害者の安全確保

57 「ワンストップ化のためのＤＶ被害者相談共通シート」の活用によるＤＶ被害者の安全な自立支援の推進

67 生涯にわたる心身の健康づくりに関する学習機会と情報の提供

84 犯罪被害者等への総合的な対応窓口による支援の実施（新規）

87 本市に在住する外国人への相談・生活支援の充実

62 校区コミュニティ組織におけるセクシュアル・ハラスメント防止の啓発

63 相談・支援体制の充実

64 性暴力被害者支援体制の充実

11 校区等における男女平等学習の実施

30 男性の生活的自立のための講座の実施及び家事・育児・介護の参画促進

56 住所情報保護措置による被害者の安全確保

88 セクシュアル・マイノリティに関する啓発の推進と支援の検討

市民文化部 3 男女平等の視点に立った情報の収集と提供

5 男女平等意識啓発のための講座等の開催

67 生涯にわたる心身の健康づくりに関する学習機会と情報の提供

68 精神的な問題に関する正しい知識の普及啓発及び相談体制の充実

70 生涯を通じての健康づくりの促進

69 スポーツ機会の充実（新規）

健康福祉部 45 医療機関に対する研修等の実施

51 障害者、高齢者、外国人を対象とした支援の充実

82 子どもの学習・生活支援事業

85 高齢者の相談支援体制の充実

86 障害者の相談支援体制の充実

71 介護予防の推進（新規）

73 性感染症の相談・検査の充実

81 生活自立支援センター事業の実施
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38 保育所待機児童の解消

39 多様な保育サービスの提供

40 学童保育所の充実

子ども未来部 12 男女平等保育の実施及び情報提供

30 男性の生活的自立のための講座の実施及び家事・育児・介護の参画促進

37 ファミリー・サポート・センター事業の充実

54 関係機関等との連携による被害者の安全確保

56 住所情報保護措置による被害者の安全確保

57 「ワンストップ化のためのＤＶ被害者相談共通シート」の活用によるＤＶ被害者の安全な自立支援の推進

43 幼稚園・保育所等、幼児に関わる職員、教職員等学校関係者、保護者等への

DV防止の理解促進

46 DVが子どもに及ぼす影響への理解の促進

48 相談員の技術向上

63 相談・支援体制の充実

67 生涯にわたる心身の健康づくりに関する学習機会と情報の提供

72 妊娠・出産・子育てに関する啓発と相談の充実

58 DV被害者の自立に向けた就業支援

59 民間支援団体との協働によるDV被害者支援

60 関係機関・団体等との連携及び児童虐待対応との連携強化（新規）

77 ひとり親家庭日常生活支援の実施

78 ひとり親家庭等の子どもの育み支援事業

79 子どもの共同養育に関する養育費履行の支援（新規）

74 子育て世代包括支援事業の実施（新規）

75 ひとり親サポートセンター事業の実施（新規）

76 ひとり親家庭の自立に向けた支援の実施

27 女性認定農業者の増加促進と家族経営協定の推進

34 農業者へのワーク・ライフ・バランスに関する啓発の充実

商工観光
労働部

8 ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた意識啓発（男性に対する啓発の推進）

80 母子生活支援施設の運営及び措置

83 子ども食堂事業

農政部 26 農業分野における男女共同参画施策の推進

25 職場におけるハラスメント防止の啓発

28 商工自営業者に対する男女共同参画社会の意義の周知・啓発

29 女性の起業促進

19 商工団体の方針決定の場への女性登用の促進

23 事業所及び労働者に対する男女雇用機会均等法等の周知や女性の活躍に関する支援

24 非正規労働者に対する権利の周知や理解促進

35 仕事と家庭の両立支援のための企業等への啓発及び支援の充実
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教育部 13 男女共同参画教育の推進

都市建設部 55 自立に向けた住まいの確保

各総合支所 5 男女平等意識啓発のための講座等の開催

14 制服の選択制の検討（新規）

15 健康教育や性教育の指導の充実

43 幼稚園・保育所等、幼児に関わる職員、教職員等学校関係者、保護者等への

30 男性の生活的自立のための講座の実施及び家事・育児・介護の参画促進

41 DVの理解促進と相談窓口の周知

DV防止の理解促進

44 「デートDV防止啓発プログラム」を用いた若年層への啓発

65 学校内におけるハラスメント防止体制の充実

農業委員会
事務局

18 農業委員への女性参画促進
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第２部 女性の現状に関する統計資料 
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Ⅰ 人 口  
 

１．人口の変化 

（１）久留米市の人口 

  久留米市の人口は、平成 24 年以降、増加傾向で推移していたが、平成 28 年をピークに減少

している。また、男女比については、女性の割合が男性を上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳法の改正により、平成 24 年以降は外国人を含む。 

資料出所：「住民基本台帳月報」（毎年 10 月 1日時点） 

図表Ⅰ－１ 人口推移（市） 
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（２）少子高齢化の現状 

久留米市では、平成 12 年から老年人口が年少人口を上回るようになり、その差は年々広がり、

生産年齢人口の減少が続いている。全国の合計特殊出生率は平成 27 年以降低下を続け、令和 5

年には 1.26 と平成 17 年と同様に過去最低を記録した。久留米市は、全国や福岡県に比べやや高

い水準で推移しているが、人口を維持するために必要とされる 2.07（2021 年人口置換水準：国

立社会保障・人口問題研究所）を大きく下回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳法の改正により、平成 24 年以降は外国人を含む。  

資料出所：「住民基本台帳月報」（毎年 10 月 1日時点） 

     

図表Ⅰ－ ２ 年齢３区分の構成比の推移（市） 

図表Ⅰ－ ３ 合計特殊出生率の推移 

資料出所：市子ども政策課 
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Ⅱ 労 働  
 

１．女性の就業状況 

女性の労働力率は、結婚、出産、子育て期に低下し、子育てが一段落すると再び労働市場に

参入するＭ字型になっていた。しかしながら、女性活躍推進法などの取組により第１子出産後も

就業を継続する女性は年々増加しており、直近では第 1子出産前有職者の約 7割が就業を継続し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：内閣府「令和５年版男女共同参画白書」 

図表Ⅱ－１ 女性の年齢階級別労働力率の推移（国） 

図表Ⅱ－２ 子どもの出生年別第 1子出産前後の妻の就業経歴 
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２．男女間賃金格差 

福岡県における所定内給与額（令和４年）は、女性 253,200 円、男性 323,700 円となっている。

また、男性の給与水準を 100 とした場合の女性の給与水準は 78.2 となっている。30 代以降は年

齢が上がるにつれて男女間の格差は拡大している。 

 

 

 

令和4年（福岡県）
所定内給与額

（女性）
所定内給与額

（男性）
男女間格差

19以下（歳） 176.4 193.7 91.1

20-24 224.2 218.5 102.6

25-29 240.2 248.7 96.6

30-34 243.1 283.9 85.6

35-39 266.5 318.8 83.6

40-44 269.0 335.6 80.2

45-49 272.4 367.1 74.2

50-54 276.0 392.7 70.3

55-59 264.7 394.0 67.2

60-64 229.3 307.5 74.6

65-69 219.9 261.6 84.1

70～ 189.2 243.4 77.7

全体 253.2 323.7 78.2  

 

     ※所定内給与：きまって支給する給与（毎月、就業規則、労働協定などであらかじめ定められた算定方法によって 

算定される給与）のうち、超過労働給与を除いたもの       
 

 

図表Ⅱ－３ 男女年齢階級別の所定内給与額と男女間格差（福岡県） 

資料出所：福岡県男女共同参画推進課「（厚生労働省）令和４年賃金構造基本統計調査」 
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３．農業従事者に占める女性の割合 

久留米市の農業従事者における女性の割合は４割を超えて推移しており、女性は農業経営にお

いて重要な役割を担う存在であるといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※家族経営協定は、農業経営を行う上での、労働報酬、休日、労働時間、家事や農事の

役割分担について、家族内で取り決める取組であり、年々増加傾向にある。 

資料出所：市農政課 

52.6 52.8 52.9 53.0 54.5

47.4 47.2 47.1 47.0 45.5

0%

50%

100%

平12 17 22 27 令2 （年）

男性 女性

資料出所：農林業センサス（5年毎） 

図表Ⅱ－４ 農業従事者の性別構成比（市） 

図表Ⅱ－５ 農業における家族経営協定締結状況（市） 
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４．市職員における女性の割合 

久留米市職員の女性職員の割合は、平成５年の 21.6％から増加しており、令和５年には 36.9％

となっている。同様に市職員の役職者（管理・監督職）も平成５年の 6.0％から令和５年には 27.7％

に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：市人事厚生課 

図表Ⅱ－６ 久留米市職員の女性職員の割合の推移 
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Ⅲ 家庭・健康・福祉  
 

１．就学前児童の保育状況 

久留米市の就学前児童の保育の状況は、共働き世帯の増加等により、家庭での保育数は減少し、

保育所等で保育されている児童数の増加が続いていたが、少子化により平成 29年度をピークに減

少している。年齢別にみると、0 歳児においては 8 割が家庭等で保育されており、1・2 歳児にお

いては半数以上が保育所・認定こども園を利用している。また、3～5歳児では 9割以上が保育所

や認定こども園、幼稚園を利用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料出所：「令和 5年度保健福祉事業概要」 

図表Ⅲ－２ 年齢別の通所状況（市） 

図表Ⅲ－１ 就学前児童の保育状況の推移（市） 
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２．生活習慣病予防健康診査・各種検診の受診状況 

（１）生活習慣病予防健康診査 

久留米市では、35 歳から 39 歳及び 40 歳以上で各医療保険の被保険者・被扶養者に該当しない

人を対象に、特定健康診査に準じた内容で、生活習慣病予防健康診査を実施している。例年、受

診率は男女ともに約１割程度となっている。 

 

 

 

（２）子宮頸がん検診［女性］ 

久留米市では、平成 21年度から、女性特有のがん検診受診促進、がんの早期発見及び健康意識

の啓発のために、がん検診無料クーポン券事業を実施しており、受診率は徐々に上昇している。 

 

 

資料出所：「令和５年度 保健福祉事業概要」 

図表Ⅲ－３ 生活習慣病予防健康診査(市) 

 

図表Ⅲ－４ 子宮頸がん検診（市） 

 

資料出所：保健所健康推進課 

 

※令和 3年度までは 20 歳以上の女性対象。令和 4年度から厚生労働省の指針に則り、20 歳以上の偶数

年齢の女性を対象に実施。 
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３．相談の状況 

（１）広聴・相談課一般相談 

広聴・相談課への一般相談は、男女別では女性の方が相談件数は多く、全体の 57.2%を占めて

いる。女性からの相談の内訳を見ると、「相続・贈与」、「近隣」、「親族」の上位３項目で女性から

の相談全体の 40.6％を占めている。 

 

 

 

 

 

資料出所：市広聴・相談課 

 

図表Ⅲ－６ 広聴・相談課一般相談の内訳（令和４年度、市） 

図表Ⅲ－５ 広聴・相談課一般相談件数の推移（男女別、市） 
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（２）男女平等推進センター相談 

久留米市男女平等推進センターが実施する女性のための総合相談件数は、令和 3 年度に大幅に

増加し、令和 4年度も高い水準にある。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・総合相談と法律相談の内訳                                          

総合相談では、夫婦に関する相談      

が 37.1％を占めている。次いで、   

健康に関する相談が多い。                                                                     

法律相談では、離婚に関する相 

談が最も多くなっている（図Ⅲ-9）。 

また、総合相談の「夫婦」に関 

連する相談の中では、配偶者によ 

る暴力の相談が最も多い。配偶者 

による暴力の内容では、精神的暴 

力及び身体的暴力が多いが、これ 

は他の暴力とも重なって起きてい 

る。（図Ⅲ-10）  

  

 

 

 

図表Ⅲ－８ 総合相談の内訳（令和４年度） 

 

図表Ⅲ－７ 男女平等推進センター相談件数の推移（市） 

図表Ⅲ－９ 法律相談の内訳（令和４年度） 

資料出所：市男女平等推進センター 
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（３）婦人保護相談                                                  

 家庭子ども相談課が実施する婦人保護 

相談は減少傾向にあったが、新型コロナ 

ウイルス感染症の影響により急激に増加 

した。最も件数の多い相談区分は「家庭 

の問題」で 272 件（63.8％）あり、その 

うち「夫の暴力・酒乱」関する相談が 

127 件（46.7％）となっている。 

 

  

                        

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ－１２ 「本人の問題」内訳（令和４年度） 図表Ⅲ－１３ 「家庭の問題」内訳（令和４年度） 

図表Ⅲ－１０ 「夫婦」に関連する相談の内訳（令和４年度） 

資料出所：市男女平等推進センター 

資料出所：市家庭子ども相談課 

図表Ⅲ－11 婦人保護相談件数（市） 
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（４）母子父子寡婦福祉相談 

久留米市の母子父子寡婦福祉相談件数の推移において、最も件数の多い相談区分は「生活一般」

で 1,293 件（91.1％）となっている。その中でも「住宅」「家庭紛争」に関する相談が 60%を超える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：市家庭子ども相談課 

図表Ⅲ－１５「生活一般」の内訳（令和４年度） 

 

図表Ⅲ－１６｢児童｣の内訳(令和４年度) 

図表Ⅲ－１７｢生活援助｣の内訳(令和４年度) 図表Ⅲ－１８｢その他｣の内訳(令和４年度) 

図表Ⅲ－１４ 母子父子寡婦福祉相談件数の推移（市） 
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（５）子育て相談  

久留米市の子育て相談の総合件数は、平成 26年度以降増加傾向にあったが、平成 30 年度以

降は減少している。相談方法としては、電話相談よりも面接による相談が多い。また、相談の

内訳は、電話相談・面接相談ともに「環境・育児」に関する相談が最も多い。 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

                                                           

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅲ－２０ 電話相談の内訳（令和４年度） 

図表Ⅲ－２１ 面接相談の内訳（令和４年度） 

図表Ⅲ－１９ 子育て相談の件数の推移（市） 

資料出所：市子ども子育てサポートセンター 

課 
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４．児童相談の状況 

久留米市の児童相談対応件数は、増加傾向の数値で推移している。虐待の種類別対応件数は、

「心理的虐待」が最も多く、次いで「保護の怠慢・拒否（ネグレクト）」、「身体的虐待」の順とな

っている。また、主たる虐待者は実母が最も多い。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：市家庭子ども相談課 

 

図表Ⅲ－２３虐待の種類別対応件数（令和４年度） 

図表Ⅲ－２４虐待別対応件数（令和４年度） 

図表Ⅲ－２２ 児童相談対応の推移（市） 
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５．自殺の概要 

久留米市の自殺者数は、男女別でみると男性が多くなっている。令和 4年の年齢別では 50 代が

最も多く、次いで 60代となっている。原因別では、男女とも健康問題が最も多く、次いで男性は

勤務問題が多いのに対し、女性は家庭問題となっている。 

      

       

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表Ⅲ－２６ 年齢別自殺者数の推移（市） 

図表Ⅲ－２５ 男女別自殺者数の推移（市） 

資料出所：厚生労働省「人口動態統計」 

（市保健所保健予防課） 

 

図表Ⅲ－２７ 男女別原因・動機別自殺者数（令和４年） 

注 原因動機別は複数計上のため自殺者数の合計とは異なる 

資料出所：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」 

（市保健所保健予防課） 
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Ⅳ 教 育  
 

１．教育機関における役職別男女の割合 

久留米市の令和５年度における教諭等（主幹教諭・指導教諭・教諭）は、小学校、特別支援学

校で女性の割合が約 60～70%であるのに対し、中学校、高等学校は約 40～50%となっており、教育

段階が上がるほど低くなっている。小学校校長の女性の割合は 32.6％であるが、副校長・教頭は

56.5％で半数を占めており役職が上がるほど低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

図表Ⅳ－１ 学校における役職別男女の割合（市） 
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（数値は令和５年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．教育段階別本務教員総数に占める女性の割合 

内閣府資料における令和４年度の教員に占める女性の割合は、教育段階が上がるほど、また役

職が上がるほど低くなっている。特に、中学校及び高等学校の校長に占める女性の割合は１割未

満となっている。また、大学・大学院の教授等に占める女性割合は２割未満となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表Ⅳ―２ 教育段階別本務教員総数に占める女性の割合（国） 
 
 
 

資料出所：内閣府「令和５年版男女共同参画白書」 

 

資料出所：市教職員課 
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Ⅴ 社会参画  
 

１．委員会・審議会等における女性登用状況 

  久留米市の審議会・委員会等の女性登用率は令和 5 年 4 月 1 日現在 45.3%となっており、国

の審議会等における女性登用率 43.0%（令和 4年 9月 1日時点）を上回っている。また、久留米

市の法律・条例に基づく審議会・委員会等の女性登用率は、令和 5年 4月 1日現在 44.6%で全国

的にも高い数値となっている。（全国の市区別 4位：全国平均 29.5%） 

 

図表Ⅴ－１地方自治法（１８０条の５）に基づく委員会等の女性登用状況(市) 

（令和 5年 4月 1 日現在） 

名     称 定数 
現 委 員 数 女性の比率 

女 男 計 (％) 

 教育委員会 5 3 2 5 60.0  

 選挙管理委員会 4 1 3 4 25.0  

 公平委員会 3 1 2 3 33.3  

 監査委員 4 0 4 4 0.0  

農業委員 24 5 19 24 20.8  

 固定資産評価審査委員会 12 4 5 9 44.4  

 

資料出所：市男女平等政策課 

 

 

 

図表Ⅴ－２ その他の審議会・委員会等の女性登用状況(市) 

（令和 5年 4月 1 日現在） 

内  訳 審議会等数 
委員数（人） 登用率 

（％） 総数 女性 男性 

Ａ：法律・条例に基づくもの 72 1,082 483 599 44.6% 

Ｂ：要綱等に基づくもの 26    414 194 220 46.9% 

合計（Ａ＋Ｂ） 98  1,496 677 819 45.3% 

 

 資料出所：市男女平等政策課 
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資料出所：内閣府「令和５年版男女共同参画白書」 

図表Ⅴ－４ 審議会等における女性委員割合の推移（国） 

図表Ⅴ－３ 審議会等における女性委員割合の推移（市） 
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審議会・委員会等への女性登用率一覧（市）

A.法律・条例に基づくもの 令和5年4月1日現在
審議会・委員会等名称 総数 女性 男性 女性登用率

1 久留米市政治倫理審査会 9 4 5 44.4%

2 久留米市情報公開・個人情報保護審査会 7 5 2 71.4%

3 久留米市情報公開・個人情報保護審議会 9 4 5 44.4%

4 久留米市表彰審査委員会 10 5 5 50.0%

5 久留米市行政不服審査会 6 4 2 66.7%

6 久留米市職員表彰懲戒諮問委員会　　　 7 3 4 42.9%

7 久留米市非常勤職員等公務災害補償等認定委員会　　　　 7 4 3 57.1%

8 久留米市非常勤職員等公務災害補償等審査会　　　　　　　 3 1 2 33.3%

9 久留米市職員公務災害補償等附加給付金審査会　　　　　　 8 4 4 50.0%

10 久留米市総合評価技術委員会 5 2 3 40.0%

11 久留米市防災会議 43 11 32 25.6%

12 久留米市水防協議会 20 4 16 20.0%

13 久留米市国民保護協議会 44 11 33 25.0%

14 久留米市消防団員懲戒諮問委員会 7 3 4 42.9%

15 久留米市人権啓発ｾﾝﾀｰ運営委員会　　　　　　　　 17 8 9 47.1%

16 久留米市隣保館運営審議会　　　　　　　 15 7 8 46.7%

17 久留米市男女平等政策審議会　　　　 14 8 6 57.1%

18 久留米市男女平等推進ｾﾝﾀｰ運営委員会　　　           　　　　　 14 8 6 57.1%

19 久留米市文化芸術振興審議会 11 5 6 45.5%

20 久留米市芸術奨励賞選考委員会　　　　　　　　 15 7 8 46.7%

21 久留米市美術品収集委員会　　 5 2 3 40.0%

22 久留米市社会教育委員　　 10 5 5 50.0%

23 久留米市生涯学習ｾﾝﾀｰ運営委員会　　　　 16 9 7 56.3%

24 久留米市野中生涯学習センター運営委員会　 9 5 4 55.6%

25 久留米市文化財収蔵資料審議会　　　　　　　 8 4 4 50.0%

26 久留米市文化財専門委員会　　　　　　　　　　　 14 7 7 50.0%

27 久留米市文化財保存活用地域計画協議会　　　　　　 15 3 12 20.0%

28 久留米市ｽﾎﾟｰﾂ推進審議会　　　　　　　　　 17 7 10 41.2%

29 久留米市立図書館協議会　　　　　　 16 10 6 62.5%

30 久留米市民生委員児童委員推薦会 14 7 7 50.0%

31 久留米市社会福祉審議会 37 21 16 56.8%

32 久留米市国民健康保険事業の運営に関する協議会　　　　　　 14 5 9 35.7%

33 久留米市障害支援区分認定審査会 34 17 17 50.0%

34 久留米市老人ﾎｰﾑ入所判定委員会　　　　　　 7 4 3 57.1%

35 久留米市地域包括支援センターの運営に関する協議会 16 6 10 37.5%

36 久留米市介護認定審査会　　　　　　　　 72 31 41 43.1%

37 久留米市保健所運営協議会 20 9 11 45.0%

38 久留米市感染症診査協議会 9 5 4 55.6%

39 久留米市予防接種健康被害調査委員会　　　　　　　　　 11 5 6 45.5%

40 久留米市小児慢性特定疾病審査会 5 3 2 60.0%

41 久留米市子ども・子育て会議 16 8 8 50.0%

42 久留米市養護児審査会 22 14 8 63.6%

43 久留米市要保護児童対策地域協議会　　　　　　　　 30 12 18 40.0%

44 久留米市環境審議会 15 6 9 40.0%

45 久留米市次期上津クリーンセンター施設整備に伴う事業者選定委員会 7 3 4 42.9%

46 久留米市ごみ処理施設等監視委員会　　　　　　 15 7 8 46.7%

47 久留米市食料・農業・農村政策審議会 19 9 10 47.4%

48 久留米市卸売市場運営協議会 22 9 13 40.9%

49 久留米市中小商工業融資委員会 15 5 10 33.3%

50 久留米市企業立地促進委員会 14 6 8 42.9%

51 久留米市立草野歴史資料館協議会 9 6 3 66.7%

52 久留米市伝統的町並み保存審議会 9 4 5 44.4%

53 久留米市都市計画審議会　　　　　　　　　 20 9 11 45.0%

54 久留米市景観審議会 10 5 5 50.0%

55 久留米市地域公共交通会議 32 10 22 31.3%
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A.法律・条例に基づくもの 令和5年4月1日現在
審議会・委員会等名称 総数 女性 男性 女性登用率

56 久留米市建築審査会　　　　　　　　　 7 4 3 57.1%

57 久留米市中高層建築物等建築紛争調停委員会 6 2 4 33.3%

58 久留米市開発審査会　　　　　　　　　 7 3 4 42.9%

59 中央公園パークマネジメント協議会 9 0 9 0.0%

60 久留米市有線放送運営委員会 11 6 5 54.5%

61 久留米市地方卸売市場田主丸流通ｾﾝﾀｰ運営審議会 16 8 8 50.0%

62 久留米市田主丸生涯学習センター運営委員会 10 6 4 60.0%

63 久留米市北野生涯学習センター運営委員会 14 7 7 50.0%

64 久留米市城島ふれあいセンター運営委員会 13 6 7 46.2%

65 久留米市城島生涯学習センター運営委員会 12 6 6 50.0%

66 久留米市三潴生涯学習センター運営委員会 15 6 9 40.0%

67 久留米市上下水道事業運営審議会 9 4 5 44.4%

68 久留米市教育職員表彰懲戒諮問委員会　 7 4 3 57.1%

69 久留米市教育支援委員会 35 19 16 54.3%

70 久留米市立小中学校通学区域審議会　　　 15 7 8 46.7%

71 久留米市教育集会所運営審議会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12 5 7 41.7%

72 久留米市立学校結核対策委員会 9 4 5 44.4%

計 1082 483 599 44.6%

B.規則・要綱に基づくもの 令和5年4月1日現在
審議会・委員会等名称 総数 女性 男性 女性登用率

1 久留米市地方創生総合戦略推進会議 14 6 8 42.9%

2 久留米市入札監視委員会 4 2 2 50.0%

3 久留米市セーフコミュニティ推進協議会 56 24 32 42.9%

4 久留米市市民活動・絆づくり推進事業費補助金提案事業評価会議　           　　　　　 7 4 3 57.1%

5 耳納市民ｾﾝﾀｰ多目的棟管理運営委員会　　　　　　　　　　 12 6 6 50.0%

6 筑邦市民ｾﾝﾀｰ多目的棟管理運営委員会　　　　　　　 12 5 7 41.7%

7 くるめ支え合うプラン推進協議会 25 13 12 52.0%

8 久留米市救急医療協議会 13 6 7 46.2%

9 久留米市障害者地域生活支援協議会 20 8 12 40.0%

10 久留米市障害者差別解消支援地域協議会 29 12 17 41.4%

11 久留米市障害者問題啓発事業選考委員会 6 3 3 50.0%

12 久留米市成年後見推進協議会 6 3 3 50.0%

13 久留米市成年後見制度受任調整会議 8 1 7 12.5%

14 久留米市認知症支援ネットワーク会議（久留米市オレンジ会議） 18 10 8 55.6%

15 久留米市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画推進協議会 24 10 14 41.7%

16 久留米市福祉有償運送運営協議会 11 6 5 54.5%

17 久留米市地域密着型サービス運営委員会 7 4 3 57.1%

18 久留米市自殺対策計画推進委員会 17 7 10 41.2%

19 「健康くるめ２１」計画推進協議会 20 12 8 60.0%

20 久留米市慢性疾病児童等地域支援協議会 12 8 4 66.7%

21 久留米市青少年非行を生まない社会づくり推進対策本部 26 13 13 50.0%

22 久留米市地球温暖化対策協議会 22 9 13 40.9%

23 久留米市食育推進会議 23 11 12 47.8%

24 久留米市特定空家等対策審議会 5 2 3 40.0%

25 久留米市空き家活用推進協議会　　　　 8 4 4 50.0%

26 水緑花くるめ推進協議会 9 5 4 55.6%

計 414 194 220 46.9%

資料出所：市男女平等政策課
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２．民生委員・児童委員及び保護司における女性の割合（市） 

民生委員・児童委員は女性の割合が高いが、会長は男性の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

                       

                                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅴ－５ 民生委員・児童委員数（性別）の推移 

資料出所：久留米保護区保護司会 

図表Ⅴ－７ 久留米保護区保護司会役員理事数の推移 

（数値は４月１日時点） 

（数値は４月１日時点） 

資料出所：久留米市民生委員児童委員協議会 

図表Ⅴ－６ 民生委員児童委員協議会会長の推移 
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３．団体等における女性役職者等の割合（市） 

（１）ＰＴＡ 

小・中学校ＰＴＡ連合会役員及び各ＰＴＡ会長は、男性の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自治会長 

   自治会長は男性の割合が高く、女性の割合は全体の１割程度で推移している。 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：市小・中学校 PTA 連合協議会 

図表Ⅴ－８ 小学校ＰＴＡ連合会役員の推移 

 

図表Ⅴ－９ 中学校ＰＴＡ連合会役員の推移 

 

図表Ⅴ－１０ 小学校ＰＴＡ会長の推移 

 

図表Ⅴ－１１ 中学校ＰＴＡ会長の推移 

資料出所：市地域コミュニティ課 

図表Ⅴ－１２ 自治会長の男女比の推移（市） 

（数値は４月１日時点） 
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４．議会における女性議員の割合 

 久留米市議会の女性議員の割合は 16.7％（任期開始時）で、これは福岡県議会議員の女性割合

である 14.9％を上回っているものの全国の市議会の女性議員の割合 17.4％より低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

 

 

 

 

 

                                  

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

任期 

（任期開始時の数値） 
 女性の割合(％) 

女 男 

H23.5.2～H27.5.1 5 33 13.2% 

H27.5.2～R1.5.1 6 32 15.8% 

R1.5.2～R5.5.1 6 30 16.7% 

R5.5.2～R9.5.1 6 30 16.7% 

福岡県議会(当選時の数値) 13 74 14.9% 

資料出所：市議会事務局、令和 5年度福岡県男女共同参画白書 

 

図表Ⅴ－１４ 地方議会における女性議員割合の推移（国） 

 

 

 

資料出所：内閣府「令和５年版男女共同参画白書」 

 

 

図表Ⅴ－１３ 市議会議員の女性の割合 
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５．ＧＧＩ、ＧＩＩにおける日本の順位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：内閣府「令和５年版男女共同参画白書」 
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所管部局
件数

（H15～R4）
構成比
（※）

総合政策部 2 5%

総務部 3 7%

協働推進部 9 21%

市民文化部 1 2%

健康福祉部 0 0%

子ども未来部 9 21%

環境部 1 2%

農政部 1 2%

商工観光労働部 0 0%

都市建設部 2 5%

田主丸総合支所 0 0%

北野総合支所 2 5%

城島総合支所 0 0%

三潴総合支所 0 0%

上下水道部 0 0%

教育部 6 14%

選挙管理委員会事務局 0 0%

農業委員会事務局 0 0%

民間 6 14%

合計 42 100%

・市補助団体発行紙の表現（H25)2件

・高校の名簿（H15)　　　　　　　　　　　　　　　　・小学校通信の表現（H19）
・高校の制服（H15)　　　　　　　　　　　　　　　　・駅伝大会の出場者名簿（H19）
・小学校図書館のパソコンシステム（H19)　　 ・中学校の制服（R2）

・退職金の支払（H15)
・セクシュアル・ハラスメント（H18，23，R4)
・職場における不利益取扱い（H16，H30)

Ⅵ　苦情処理機関

･女性のみを対象とする研修（H18）
・嘱託職員の介護休暇（H21）
・積極的是正措置の必要性（H20）

・広報くるめに掲載された性犯罪に関する記事の表現（H24)2件

内容（年度）

・休日・夜間のDV被害者受け入れ（H15)
・研修内容（H19）3件
・電話相談事業名称変更（H16)2件
・市施設職員によるハラスメント（H20）3件

・公民館主催の球技大会の参加資格（H18)

・女性職員の配置(H15)
・女性だけに課せられる出不足金（H21,23,26）
・市補助団体発行紙の表現（H15,25(2件）)
・広報くるめに掲載された性犯罪に関する記事の表現（H24)2件

１．男女平等に関する苦情・救済の申出処理件数（組織別）

・行政刊行物の表現（H18)

・団体における定年年齢の男女差（H22)

・単身DV被害者の市営住宅入居（H15)
・地域防火・防災組織（H18）※当時は消防本部
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第３部 相談窓口一覧 
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名称 相談受付日時 連絡先

【月～水、金、土】

  10:00～18:00

【木】17:00～20:00

【日】10:00～17:00

（祝日、月末日、年末年始を除

く）

【第２・４木】14:00～15:30

【第３木曜日】17:30～19:00

（祝日、年末年始を除く）

＊面接相談は要予約

久留米市

家庭子ども相談課

【月～金】 8:30～17:15

（祝日・年末年始を除く）

久留米市役所　子ども未来部

家庭子ども相談課

久留米市城南町15-3

電話 30-9208（児童相談）

　　 30-9063（女性相談）

FAX　0942-30-9718

久留米市

【毎月第４月曜日】

　 16:00～18:00

(祝日を除く）

直通ダイヤル

080-6787-6172

DV相談プラス

（1）24時間受付

（2）24時間受付

（3）毎日/12：00～22：00

（4）毎日/12：00～22：00

                  つなぐ はやく

（1） 0120-279-889

（2）、（3）、（4）

「DV相談プラス」ホームページ

からアクセス

DV相談ナビ 相談窓口により異なる

【全国共通短縮ダイヤル】

はれれば

#8008

性犯罪・性暴力被害者のための

ワンストップ支援センター
相談窓口により異なる

【全国共通短縮ダイヤル】

はやくワンストップ

#8891

児童相談所虐待対応

ダイヤル
24時間対応

【全国共通短縮ダイヤル】

いちはやく

189

内容

久留米市

男女平等推進センター

【総合相談、性暴力相談】

女性が抱える様々な悩みや生き方、配偶者

等からの暴力や強制性交、強制わいせつ、

セクシュアル・ハラスメントなどの性暴

力、夫婦問題など

女性相談員が対応

久留米市

男女平等推進センター

久留米市諏訪野町1830-6

(えーるピア久留米内)

電話　0942-30-7802

FAX　 0942-30-7811

【法律相談】

離婚などをめぐる法律上の問題に女性弁護

士が対応

児童虐待相談・通告や子どもの養育に関す

ること、女性の悩みや暴力に関する相談

【男性のための電話相談】

夫婦・親子、職場の人間関係や生き方、性

に関する悩みなど

男性臨床心理士が対応

配偶者やパートナーから受けている様々な

暴力（DV）について、専門の相談員が対

応。

（1）電話相談

（2）メール相談

（3）チャット相談

（4）外国人相談者向け相談

　　（チャット相談）

発信地等の情報から最寄りの相談機関に電

話が自動転送され、直接相談可能。

発信地等の情報から最寄りのワンストップ

支援センターに電話が自動転送され、直接

相談可能。

発信した電話の市内局番等から（携帯電話

等からの発信はコールセンターを通じて）

最寄りの児童相談所に電話が自動転送さ

れ、直接相談可能。
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名称 相談受付日時 連絡先内容

配偶者暴力相談支援センター

（北筑後）

【月～金】8:30～17:15

（祝日、年末年始を除く）
電話　0942-34-8111

福岡県配偶者からの

暴力相談電話

【月～金】17:00～24:00

【土、日、祝日】9:00～24:00

（年末年始を除く）

電話　092-663-8724

男性DV被害者のための

相談ホットライン

【火・木】18:00～21:00

【土】10:00～13:00

（祝日・年末年始を除く)

電話　070-4410－8502

LGBTの方のDV被害者

相談ホットライン

【第１日曜日】14:00～17:00

【第３水曜日】18:00～21:00

（祝日・年末年始を除く）

電話　080-2701-5461

【毎日】9:00～17:00

金曜日（祝日を除く）は、

18:00～20:30も対応

（8/13～8/15、12/28～1/4は

除く）

＊相談内容によって相談日時が

異なるため、「福岡県あすば

る」ホームページで確認

【第１・３土曜日】

　14:00～16:00

【第２･４金曜日(祝日除く)】

　18:00～20:30

（祝日、8/13～8/15、年末年

始を除く）

福岡県　男女共同参画センター

あすばる

春日市原町3丁目1-7

クローバープラザ内

電話　092-584-4977

性暴力被害者

支援センター・ふくおか

24時間365日

(年中無休）
電話　092-409-8100

【月～金】9:00～17:45

(祝日・年末年始を除く）

面接相談は要予約

福岡県警察本部

福岡市博多区東公園7-7

電話　092-632-7830

24時間365日

＊男性警察官が対応する場合あ

り

【全国共通短縮ダイヤル】

　ハートさん

＃8103

福岡県ＤＶ相談

配偶者やパートナーからの暴力についての相談電話

性暴力被害に関する相談に対し、電話・面

接相談、医療機関・警察等への付き添いな

ど、被害直後からの総合的な支援

福岡県あすばる

相談ホットライン

【総合相談】

夫やパートナーからの暴力や家庭に関係す

る相談

女性相談員が対応

福岡県　男女共同参画センター

あすばる

春日市原町3丁目1-7

クローバープラザ内

電話　092-584-1266

【専門相談】

法律、こころの健康、女性に対する暴力、

就業援助など

女性の弁護士や臨床心理士などの専門家が

対応

※要予約

【専門相談】

男性のための電話相談

男性臨床心理士が対応

福岡県警察本部

犯罪被害相談

犯罪被害相談

【心のリリーフ・ライン】

犯罪被害者やその周囲の方々の心のケア

に、女性の臨床心理士が対応

【性犯罪被害相談電話】

性犯罪被害に遭われた方々の相談に、女性

の臨床心理士や警察官が対応

－　72　－



名称 相談受付日時 連絡先内容

福岡県

性暴力加害者相談窓口

【月～金】9：00～17：00

（祝日、年末年始を除く）
電話　092-289-9398

【定例相談】

　月～金 　 8:30～17:15

（祝日、年末年始を除く）

【夜間電話相談】

　水 　 17:15～20:00

（祝日の場合は翌日に実施。年

末年始を除く）

福岡県

筑後労働者支援事務所

久留米市合川町1642-1

久留米総合庁舎1階

電話  0942-30-1034

【月～金】8:30～17:15

（祝日、年末年始を除く）

福岡県　子育て女性就職支援セ

ンター（筑後エリア）

久留米市合川町1642-1

（福岡県筑後労働者支援事務所内）

電話　0942-38-7579

福岡労働局

総合労働相談コーナー

【月～金】8:30～17:15

（祝日、年末年始を除く）

福岡労働局

福岡市博多区博多駅東2-11-1

福岡合同庁舎新館4階

福岡労働局・雇用環境均等部指導課内

電話　092-411-4764

市民相談

市政相談・一般相談は

【原則月～金】8:30～17:15

（祝日、年末年始を除く）

久留米市役所　協働推進部

広聴・相談課

久留米市城南町15-3

電話　0942-30-9017

FAX　 0942-30-9711

久留米市外国人相談窓口

【原則月～金】　8:30～17:15

（祝日、年末年始を除く）

久留米市役所　協働推進部

広聴・相談課

久留米市城南町15-3

電話　0942-30-9096

FAX　 0942-30-9711

苦情処理機関

男女平等推進委員

【月～金】  8:30～17:15

（祝日、年末年始を除く）

久留米市役所　協働推進部

男女平等政策課

久留米市城南町15-3

電話　0942-30-9246

FAX　 0942-30-9703

解雇、労働条件、募集・採用、いじめを含

む労働問題に関するあらゆる分野につい

て、労働者、事業主からの相談を専門の相

談員が対応。

市政に関する要望、意見のほか、生活不安

や悩み、トラブルなど

仕事、在留資格、健康保険、住まい、出

産・子育て、結婚・離婚など、外国人住民

が生活する中で困っていることやわからな

いことなど、多言語で相談に対応。

【苦情の申出】

　市の男女平等施策に対する苦情及び他の

施策が男女平等を阻害していると思われる

とき

【救済の申出】

　市内において、性別による差別的取扱い

等の権利侵害を受けたとき

事前電話予約後、面接相談をした後、内容

に応じて、再犯プログラムを実施するほ

か、就労などの生活自立支援や専門医療機

関の紹介などを行う。

福岡県筑後

労働者支援事務所

【労働相談】

職場における、労働者・使用者双方からの

様々な労働問題についての相談

自主的な解決ができない場合は、当所職員

又は福岡県労働委員会委員が労働者と使用

者の間に入り、紛争解決を図る｢あっせん｣

制度もあり、また、複雑、高度化する労働

相談に対応するため、必要に応じて弁護士

にアドバイスを受ける体制も執っている。

【子育て女性就職支援センター事業】

子育て中の女性等を対象に働くことに関す

る相談から就職あっせんまでワンストップ

で支援。
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資料１ 

久留米市男女平等を進める条例 

 

目次 

第１章 総則（第１条―第７条） 

第２章 男女平等推進のための基本的施策（第８条―第１６条） 

第３章 苦情等の申出の処理（第１７条―第２９条） 

第４章 久留米市男女平等政策審議会（第３０条―第３３条） 

第５章 雑則（第３４条） 

附則 

 

第１章  総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における男女平等の推進に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者

等の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項及び苦情等の申出の処理に関する

事項を定め、男女平等を進めるための施策を総合的かつ計画的に実施することにより男女共同参

画社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 市民 市内に居住する者、市内に通勤する者、市内に通学する者及び市内を活動の拠点と

する個人をいう。 

(２) 事業者等 事業者及びその他の民間団体で、市内において活動するものをいう。 

(３) 男女共同参画社会 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会をいう。 

(４) 積極的格差是正措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲

において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

(５) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により当該言動を受けた個人の生活環境を害す

ること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることをいう。 

(６) ドメスティック・バイオレンス 配偶者等の男女間において、個人の尊厳を侵すような身

体的又は精神的な苦痛を与える暴力的行為をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画社会の実現は、次の基本理念にのっとり推進されなければならない。 

(１) 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による直接的又は間接的な差別

的取扱いを受けないこと、男女が個性と能力を生かす機会が確保されること、男女間における

あらゆる暴力が根絶されることその他の男女の人権が尊重されること及び性別による差別と他

の理由からなる差別とを重複して受けている男女が存在する状況に対して配慮されること。 

(２) 社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会に

おける活動の自由な選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女平等の推進を阻害

する要因となっている場合は、その要因が取り除かれるよう配慮されること。 

(３) 教育の果たす重要性にかんがみ、学校教育、社会教育その他のあらゆる教育の場において、

男女平等を推進する視点が採り入れられること。 

(４) 男女が社会の対等な構成員として、市における政策又は事業者等における方針の立案及び

決定に参画する機会が、平等に確保されるよう配慮されること。 

(５) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の

家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外

の活動を行うことができるよう配慮されること。 
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(６) 男女が生涯にわたり安全な環境の下で健康な生活を営み、性と生殖に関する事項に関し自

らの決定が尊重されること。 

(７) 男女平等の推進は、その取組が国際社会における取組と密接な関係を有していることにか

んがみ、平和を基盤とした国際的協調の下に行われること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女平等の推進

を主要な政策として位置付け、男女共同参画社会を実現するための施策（積極的格差是正措置を

含む。以下「男女平等推進施策」という。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市は、国及び他の地方公共団体と連携を図るとともに、市民及び事業者等と協力して男女平等

推進施策を実施しなければならない。 

３ 市は、男女平等推進施策を実施するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

４ 市は、男女平等推進施策以外の施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女平等の推進を

阻害することのないよう配慮しなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、男女共同参画社会について理解を深め、職域、学校、地域、家庭その他の社会の

あらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女平等の推進を阻害する要因を取り除くよう努

めるとともに、市が実施する男女平等推進施策に協力するよう努めなければならない。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、男女共同参画社会について理解を深め、その活動に関し、基本理念にのっと

り、男女平等の推進を阻害する要因を取り除くよう努めるとともに、市が実施する男女平等推進

施策に協力するよう努めなければならない。 

（性別による差別的取扱い等の禁止） 

第７条 何人も、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において性別による差別的

な取扱いをしてはならない。 

２ 何人も、セクシュアル・ハラスメント及びドメスティック・バイオレンスを行ってはならない。 

 

第２章 男女平等推進のための基本的施策 

（政策等の立案及び決定の過程への女性の参画促進） 

第８条 市は、積極的格差是正措置の一つとして次に掲げる措置を講ずるものとする。 

(１) 市における政策の立案及び決定の過程への女性の参画を積極的に促進すること。 

(２) 事業者等における方針の立案及び決定の過程への女性の参画を促進するため、当該事業者

等に対し、必要な情報の提供、助言その他の支援を行うこと。 

（情報収集及び調査研究） 

第９条 市は、男女平等推進施策を総合的に策定し、及び実施するため、情報収集及び調査研究を

行うものとする。 

（啓発活動） 

第１０条 市は、市民及び事業者等が男女共同参画社会について理解を深めるため、啓発活動を行

うものとする。 

（男女平等推進教育の充実） 

第１１条 市は、学校教育、社会教育その他の教育の分野において効果的な方策を講ずることによ

り、男女平等を推進するための教育の充実に努めるものとする。 

（家庭、職域及び地域における活動への平等な参画に対する支援） 

第１２条 市は、男女が固定的な性別役割にとらわれない対等な関係により、家庭、職域及び地域

のあらゆる分野における活動の機会に平等に参画できるよう、必要な支援を行うものとする。 

（男女平等推進活動への支援） 

第１３条 市は、市民又は事業者等が行う男女共同参画社会の実現に向けた男女平等を推進するた

めの活動に対し、必要な支援を行うものとする。 
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（男女平等推進体制の整備） 

第１４条 市は、男女共同参画社会の実現に向けて、男女平等推進施策を総合的に策定し、及び実

施するために必要な体制の整備に努めるものとする。 

（男女平等推進拠点） 

第１５条 市は、久留米市男女平等推進センター（久留米市生涯学習センター、久留米市男女平等

推進センター、久留米市人権啓発センター及び久留米市消費生活センター複合施設条例（平成１

２年久留米市条例第３５号）第３条第２号に規定する施設をいう。）を、市の男女平等推進施策を

実施するための拠点として位置付け、男女共同参画社会の実現に取り組むものとする。 

（行動計画） 

第１６条 市は、男女平等推進施策を総合的かつ計画的に実施するため、男女共同参画社会基本法

（平成１１年法律第７８号。以下「基本法」という。）第１４条第３項の規定に基づき、市の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画として久留米市男

女共同参画行動計画（以下「行動計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市は、行動計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ市民の意見を反映させる

ために必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は、行動計画の実施状況について、年次報告書を作成し、公表するものとする。 

 

第３章 苦情等の申出の処理 

（男女平等推進委員） 

第１７条 市は、次条に規定する苦情及び救済の申出について、必要な処理をするため、市長の附

属機関として久留米市男女平等推進委員（以下「推進委員」という。）を置く。 

２ 推進委員の定数は３人以内とする。 

３ 推進委員の数が２以上である場合においては、そのすべてが男女いずれか一方の性によって占

められてはならない。 

４ 推進委員は、男女平等の推進に関し優れた識見を有し、性別による差別の解決に熱意があり、

社会的信望が厚い者のうちから、市長がこれを委嘱する。 

５ 推進委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の推進委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

６ 推進委員の任期は、通算して６年を超えることができない。ただし、市長が特別の事情がある

と認めるときは、この限りでない。 

（苦情及び救済の申出） 

第１８条 市民及び事業者等は、推進委員に対し、市が行う男女平等推進施策に関する苦情の申出

及び市が行うその他の施策が男女平等の推進を阻害していること又は阻害するおそれがあること

に関する苦情の申出をすることができる。 

２ 何人も、推進委員に対し、市内において生じた性別による差別的取扱いその他の男女平等の推

進を阻害する要因に基づく権利侵害（以下「権利侵害」という。）により被害を被った者の救済の

申出をすることができる。 

（推進委員の処理の対象としない事項） 

第１９条 前条に規定する苦情及び救済の申出（以下「苦情等の申出」という。）が次に掲げる事

項である場合には、前条の規定にかかわらず、推進委員の処理の対象としない。 

(１) 判決、裁決等により確定した事案に関する事項 

(２) 裁判所において係争中の事案及び行政庁において不服申立ての審理中の事案に関する事項 

(３) 国会又は地方公共団体の議会に対し請願が行われている事項 

(４) 推進委員が行った苦情等の申出の処理に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、調査することが適当でないと推進委員が認める事項 

２ 前条第２項の規定による救済の申出は、当該申出に係る権利侵害があった日の翌日から起算し

て１年を経過したときは、することができない。ただし、正当な理由があると推進委員が認める

ときは、この限りでない。 
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（市に係る苦情等の申出の処理） 

第２０条 推進委員は、市に係る苦情等の申出があったときは、必要な調査を行い、その結果に基

づき必要があると認める場合は、市長に対し、市の施策についての意見を表明し、又は施策の是

正若しくは改善のために必要な措置若しくは権利侵害により被害を被った者の救済のために必要

な措置をとるべき旨を勧告することができる。 

２ 前項の規定による意見の表明及び勧告についての決定は、推進委員の合議によらなければなら

ない。 

３ 市長は、推進委員から第1項の規定により意見が表明され、又は勧告を受けたときは、当該意見

又は勧告を尊重しなければならない。 

４ 市長は、第1項の規定による勧告を受けたときは、当該勧告に対する市の措置について推進委員

に報告しなければならない。 

５ 推進委員は、市長から前項の規定による報告を受けたときは、当該勧告及び報告の内容を公表

するものとする。 

（救済の申出の処理） 

第２１条 推進委員は、第１８条第２項に規定する救済の申出(前条の規定により処理するものを

除く。以下「救済の申出」という。)があったときは、必要な調査を行い、その結果に基づき必要

があると認める場合は、権利侵害により被害を被った者を救済するためのあっせんその他調整（以

下「あっせん等」という。）を行うことができる。 

２ 推進委員は、前項の規定によるあっせん等を行った場合において、救済の申出に係る状況が改

善されていないと認めるときは、権利侵害を行い被害を与えたものに対し、改善を求めるための

意見を表明することができる。 

３ 推進委員は、前項の規定による意見の表明を事業者等に対して行った場合において、なお救済

の申出に係る状況が継続し、かつ、その態様が悪質であると認めるときは、当該事業者等に対し、

救済の申出に係る状況を是正するために必要な措置をとるべき旨を要請することができる。 

４ 推進委員は、前項の規定により事業者等に是正を要請した場合において、当該事業者等が正当

な理由なく当該要請に応じないときは、市長に対し、その経過を報告するとともに、その状況を

公表するよう求めることができる。 

５ 第２項の規定による意見の表明、第3項の規定による要請並びに前項の規定による報告及び公表

の求めについての決定は、推進委員の合議によらなければならない。 

６ 市長は、推進委員から第4項の規定による報告及び公表の求めが行われた場合には、その状況に

ついて必要な事項を公表するものとする。この場合において、市長は、あらかじめ当該公表に係

る事業者等に意見を述べる機会を与えなければならない。 

７ 市長は、前項の規定による公表を行ったときは、推進委員に対し、その内容を通知しなければ

ならない。 

（自己の発意による苦情等の処理） 

第２２条 推進委員は、自己の発意に基づき、第２０条第１項及び前条第１項から第４項までの規

定による調査、意見の表明、勧告、あっせん等、要請並びに報告及び公表の求めを行うことがで

きる。この場合において、第２０条第２項から第５項まで及び前条第５項から第７項までの規定

を準用する。 

（処理の経過及び結果の通知） 

第２３条 推進委員は、第２０条から前条までの規定により、意見を表明し、勧告し、あっせん等

を行い、是正を要請し、若しくは市長に対して公表を求め、又は市長から報告を受け、若しくは

市長からの通知があったときは、苦情等の申出を行った者(苦情等の申出を行った者が、権利侵害

により被害を被った者と異なる場合にあっては、それぞれの者)に対して、その旨を通知するもの

とする。 

２ 前項の規定によるあっせん等を行った旨の通知は、当該通知を受けるべき者があっせん等の当

事者である場合は、これを省略することができる。 
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（調査への協力） 

第２４条 市は、推進委員が第２０条第１項の調査を行う場合において、その調査を拒んではなら

ない。 

２ 市民及び事業者等は、推進委員が第２１条第１項の調査を行う場合において、その調査の実施

に協力するよう努めなければならない。 

（職務の遂行） 

第２５条 推進委員は、公平適切かつ迅速にその職務を遂行しなければならない。 

２ 推進委員は、その職務の公平な遂行に支障を生ずるおそれのある苦情等の申出についての処理

に関わることができない。 

（兼職の禁止） 

第２６条 推進委員は、国会議員、地方公共団体の議会の議員若しくは長、地方公共団体に執行機

関として置かれる委員会の委員若しくは委員又は地方公共団体の常勤の職員若しくは地方公務員

法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員と

兼ねることができない。 

（政治的行為の制限） 

第２７条 推進委員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しくはこれらの団体の役員と

なってはならず、又はその職務上の地位をこれらの団体若しくは政治的目的のために利用しては

ならない。 

（解職の制限） 

第２８条 市長は、推進委員が、心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認められる場合又は推

進委員としてふさわしくない行為があると明白に認められる場合でなければ、その職を解くこと

ができない。 

（守秘義務） 

第２９条 推進委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、

同様とする。 

 

第４章 久留米市男女平等政策審議会 

（設置） 

第３０条 市は、行動計画その他の男女平等の推進に関する重要な事項を調査審議するため、市長

の附属機関として久留米市男女平等政策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（組織） 

第３１条 審議会は、委員２０人以内をもって組織する。 

２ 審議会の委員は、学識経験を有する者及び男女平等の推進に関し優れた識見を有する者のうち

から、市長がこれを委嘱する。 

３ 審議会の委員の構成は、男女いずれか一方の委員の数が審議会の委員の総数の１０分の４未満

であってはならない。 

４ 審議会の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の審議会の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

５ 審議会の委員の任期は、通算して６年を超えることができない。ただし、市長が特別の事情が

あると認めるときは、この限りでない。 

（所掌事務） 

第３２条 審議会は、次に掲げる事務を行う。 

(１) 市長の諮問に応じて、行動計画の策定及び変更に関し、調査審議し、意見を述べること。 

(２) 行動計画の実施状況に関する年次報告書の内容についての報告を受け、必要に応じて、こ

れに対する意見を述べること。 

(３) 前２号のほか、市長の諮問に応じて、男女平等の推進に関する重要な事項に関し、調査審

議し、及び答申を行い、又は必要があると認める事項について、市長に意見を述べること。 
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（意見の聴取） 

第３３条 審議会は、その所掌事務の処理に必要があるときは、市の機関の職員の出席を求め、意

見を聴くことができる。 

 

第５章 雑則 

（委任） 

第３４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則（平成１４年９月３０日 久留米市条例第２７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例を施行するために必要な推進委員及び審議会委員の委嘱その他の準備行為は、この条

例の施行の日前においても行うことができる。 

（久留米市附属機関の設置に関する条例の一部改正） 

３ 久留米市附属機関の設置に関する条例（昭和３３年久留米市条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

別表市長の項中 

「 

久留米市乳幼児保育教育施設

適正配置委員会 

保育所及び幼稚園の適正な配置に関する事項を調査審議

すること。 

久留米市男女平等政策審議会 男女平等政策に関する事項について調査審議すること。 

」 

を 

「 

久留米市乳幼児保育教育施設

適正配置委員会 

保育所及び幼稚園の適正な配置に関する事項を調査審議

すること。 

」 

に改める。 

（田主丸町、北野町、城島町及び三潴町の編入に伴う委員の任期の特例） 

４ 田主丸町、北野町、城島町及び三潴町の編入に伴い、当該編入の日以後最初に委嘱される久留

米市男女平等政策審議会の委員(当該編入の際現に久留米市男女平等政策審議会の委員であるも

の(以下「現行の委員」という。)の任期中に新たに委員として委嘱されるものに限る。)の任期は、

第３１条第４項の規定にかかわらず、現行の委員の任期の満了する日までとする。 

(平１６条例５２・追加) 

 

附 則（平成１６年１２月２８日条例第５２号) 

この条例は、平成１７年２月５日から施行する。 
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○久留米市における審議会等への女性の登用促進要綱 

平成15年3月31日 

14男女第73号 

 

(目的) 

第１条 この要綱は、男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）の理念に基づき、男

女の自立と男女共同参画社会の実現を目指して、女性の意見を政策・方針決定の場へ反映させ

るため、審議会等への女性の登用を積極的に促進することを目的とする。 

 

(定義) 

第２条 この要綱で「審議会等」とは、附属機関並びに要綱及び規程により設置された審議会、

委員会、協議会、その他の調査、研究、審議、審査、協議等のための機関をいう。 

 

(目標) 

第３条 各審議会等の委員に占める男女の割合の目標は、男女いずれも５０パーセントとす

る。ただし、委員の数が奇数の場合は、男女それぞれの委員の数の差が１名であることと

する。 

２ 前項に規定する目標によりがたい場合は、男女の割合のいずれもが４０パーセントを下

回らないこととする。 

 

(登用の促進) 

第４条 審議会等を所管する課等の長（以下「所管の長」という。）は、所管する審議会等の委

員の任命又は委嘱については、次の各号に掲げる事項に留意し、女性の積極的な登用を図る

ものとする。 

(1) 市民及び学識経験者から選任される委員については、女性の登用に特別の枠を設ける等

の配慮をすること。 

(2) 団体推薦の委員については、団体の長等の役職に限定せず、女性の適任者の推薦につい

て協力を要請すること。 

 

(登用推進員の設置) 

第５条 女性委員の登用計画の達成を図るため、各部に登用推進員を設置する。 

２ 登用推進員は、男女平等政策会議幹事（久留米市男女平等政策会議設置規程（平成１５年久

留米市規程第９号）別表第２に規定する代表幹事及び幹事の職にある者をいう。)のうち各部

次長（部次長が置かれていない部にあっては次長の職位にある者のうち１名）をもって充てる

ものとし、所管の長への助言及び女性委員登用に必要な部内の調整事務を行う。 

３ 登用推進員は、審議会等の新設に伴う委員の選任又は委員の改選若しくは補充（定数の増員

又は任期途中の委員退任に伴う委員の選任をいう。以下同じ。）に当たっては、男女平等政策

会議会長(以下「会長」という。)に意見を求めることができる。 

４ 会長は、前項において、女性委員の登用について必要に応じ、助言や女性の人材に関する情

報を提供するものとする。 

 

(協議書等の提出) 

第６条 登用推進員は、審議会等の委員改選の２月前までに審議会等委員への女性の登用に関す

る協議について所管の長に通知する。 

２ 各所管の長は、審議会等の委員の候補者を選定するに当たり、審議会等の新設又は委員の改

選が行われる場合は当該新設又は改選が行われる１月前までに、委員の補充が行われる場合は

当該補充の必要が生じ次第速やかに候補者を選定し、審議会等委員への女性の登用に関する協

議書（別記様式）、予定者名簿及び審議会等の設置の根拠となる規程（以下「協議書等」とい

う。）を所属の部長等に提出しなければならない。 

３ 協議書等の提出を受けた部長等は、速やかに男女平等推進担当部長に提出するものとする。 

資料２ 
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（事後報告) 

第６条の２ 所管の長は、前条の規定によらない委員の交代などにより登用状況に変更が生じた

場合には、速やかに所属の部長等に対し、第６条に規定する協議書等を提出するものとする。

この場合において、提出された協議書等は、登用状況変更報告書とみなす。 

２ 登用状況変更報告書を受けた部長等は、速やかに男女平等推進担当部長に提出するものと

する。 

 

（改善に向けた検討） 

第７条 協議書等の提出を受けた男女平等推進担当部長は、第３条に規定する目標が達成されて

いない場合は、会長及び男女平等政策会議副会長（以下「副会長」という。）に報告し、会長、

副会長及び部長等で登用率向上のための改善策について協議するものとする。 

 

 （その他） 

第８条 所管の長は、審議会等において男女の占める割合が一方に偏ることで発言の機会が阻ま

れることなく、多様な意見が施策に反映されるよう、新たに委員に就任する者に対して事前に

審議会等の趣旨や内容を説明する等丁寧な対応に努めるものとする。 

 

第９条 団体推薦の場合において、推薦を依頼する団体に対し、団体の役職を担う女性が育成さ

れるよう、必要に応じて男女共同参画に関する啓発や情報の提供を行うものとする。 

 

(公表) 

第１０条 審議会等の女性委員の登用状況は、毎年度公表するものとする。 

 

(庶務) 

第１１条 この要綱等の庶務は、協働推進部男女平等政策課において行う。 

 

(委任) 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成１７年１６男女第１５３号） 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２０年１９男女第１８６号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２３年２２男女第２３２号） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２３年２３男女第６９号） 

この要綱は、平成２３年６月１５日から施行する。 

 

附 則（平成２８年２７男女第１３８号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３０年２９男女第１００号） 

この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。 
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附 則（平成３１年３０男女第８８号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年２男女第５３８号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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審議会等の設置根拠規程を提出すること。

年　　　　月　　　　日

別記様式（第６条、第６条の２関係）

審議会等委員への女性の登用に関する協議書

担 当 課 ： 　　　　　部　 　　　　　　　　　　　　　　課 担当　　　　　　　　　連絡先(　　　　　)

１　審議会等の概要

名称 

設置根拠 

区分
（該当するものに○）

A ：法律・条例によるもの 　B：要綱等によるもの

任期　(期間) 　年　　　月　　　日 から 　年　　　月　　　日 （　　　　年　　か月）

※異動報告、補充など、審議会等の任期と委員の任期が異なる場合に記入すること。
※新規の審議会等や根拠規定に基づく任期満了による一斉改選の場合は、記入不要

２　提出理由

提出の理由
□新規 □改選（任期満了に伴う） □補充

□異動報告（人事異動等による一部改選など）

「提出の理由」により選任され
た委員の任期 　年　　　月　　　日 から 　年　　　月　　　日 （　　　　年　　か月）

３　男女の割合

女性（人） 男性（人） 合計（人）
【目標】

女性又は男性の割合は、いずれ
も５０％が目標
男女いずれの割合も４０％を下回
らないこと。

女性 男性

今回

登用率
(小数点以下第２位を四捨五入)

４　登用率の見込み

□男女いずれの割合も40％以上

□男女いずれかの割合が40％未満

男女いずれかの割合が40％未満の理由
理由

前回

今後の対応策

＜備考＞ この協議書の添付書類として審議会等の委員予定者名簿（女性委員に印を付けたもの）及び

＜男女平等政策会議事務局意見欄＞
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資料３ 

男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号） 

 前文 

 第１章 総則（第１条―第１２条） 

 第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条―第２０条） 

 第３章 男女共同参画会議（第２１条―第２８条） 

 附則 

 

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向け

た様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努

力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応し

ていく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その

個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要

課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推

進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向

かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推

進するため、この法律を制定する。 

    

第１章 総則  

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力

ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、

並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計

画的に推進することを目的とする。  

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経

済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成

することをいう。 

（２） 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内

において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別に

よる差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその

他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  
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（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的

な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすこと

により、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会にお

ける制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なも

のとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団

体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保さ

れることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子

の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果

たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなけれ

ばならない。  

（国際的協調）  

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していること

にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務）  

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置

を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策

に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する

責務を有する。  

（国民の責務）  

第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にの

っとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等）  

第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は

財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。  

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しな

ければならない。  

 

   第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」と

いう。）を定めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

（１） 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

（２） 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項  
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３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣

議の決定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本

計画を公表しなければならない。  

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」

という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

（１） 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱  

（２） 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区

域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村

男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は

変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策

定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよ

う適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社

会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別

による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害され

た場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究）  

第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査

研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進する

ように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  

第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機

関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図

るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の

団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必

要な措置を講ずるように努めるものとする。  

 

   第３章 男女共同参画会議  

（設置）  

第２１条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  
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（所掌事務）  

第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

（１） 男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。  

（２） 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。  

（３） 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣

及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（４） 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  

第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。  

（議長）  

第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

（１） 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者  

（２） 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命

する者  

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならない。  

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の

１０分の４未満であってはならない。  

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者

の残任期間とする。  

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等）  

第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長

に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を

求めることができる。  

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以

外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な

事項は、政令で定める。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。  

（経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）

第１条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第２１条第１項の規定により置かれた審議

会となり、同一性をもって存続するものとする。  
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２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共同参画審

議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第２３条第１項の規定により、審議会の委員と

して任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、

同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第４条第２項の規定により任命さ

れた男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。  

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参画審

議会の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法

律の施行の日に、第２４条第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第３項の

規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。  

 

   附 則 （平成１１年７月１６日法律第１０２号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成１１年法律第８８号）の施行の日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（１） 略 

（２） 附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、第２３条、第２８条並びに第３０条

の規定 公布の日 

（職員の身分引継ぎ） 

第３条 この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林

水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前

の府省」という。）の職員（国家行政組織法（昭和２３年法律第１２０号）第８条の審議会等の

会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準調査会の会長及び委員並びに こ

れらに類する者として政令で定めるものを除く。）である者は、別に辞令を発せられない限り、

同一の勤務条件をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部

科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条におい

て「新府省」という。）又はこれに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に

当該職員が属する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又はこれに

置かれる部局若しくは機関として政令で定めるものの相当の職員となるものとする。 

（別に定める経過措置） 

第３０条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置

は、別に法律で定める。 

 

   附 則 （平成１１年１２月２２日法律第１６０号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成１３年１月６日から施行する。 
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人はだれもが、かけがえのない個人として尊重され、安

全に安心して暮らす権利をもっています。しかし、ＤＶに

よる被害は後を絶ちません。 

ＤＶとは､配偶者間や恋人同士など親密な関係のなかで

おきる、さまざまな暴力のことをいいます。ＤＶは人を暴

力で支配する行為であり、体や心を傷つけ、命を奪うこと

さえある重大な人権侵害です。 

ＤＶはいかなる理由があっても許されるものではあり

ません。 

久留米市は、市民と協働して、ＤＶのないまちづくりを

進めることを決意し、ここに宣言します。 

 
（平成２２年告示第４９４号） 
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